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第１節 計画策定の目的と背景 

 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45年 12月 25日法律第 137号）（以下「廃棄物

処理法」という。）第６条第１項の規定により、市町村は、当該市町村区域内の一般廃棄物の処

理に関する計画（一般廃棄物処理基本計画）を定めなければならないこととされています。 

これを受けて、大津市（以下『本市』と呼びます。）では、「一般廃棄物（ごみ）処理基本計

画」を平成 23年３月に策定し、目標年度を平成 32年度に設定し、ごみの減量化・資源化に関

する各種の施策や取り組みを推進してきました。この計画は、施策の成果や実績を踏まえて、

中間目標年度（平成 27年度）に見直すこととされています。 

計画策定後、ごみ処理を取り巻く諸条件は大きく変化しました。 

国は、ごみ量の増加や種類の多様化などの問題に対応するため、各種のリサイクル法制度を

整備し、近年では「小型家電リサイクル法」が平成 24年８月に成立するなど、制度の充実が図

られています。平成 25年 5月には「第三次循環型社会形成推進基本計画」を閣議決定し、循環

型社会の形成を一層推進することとしました。 

また、滋賀県は、「第三次滋賀県廃棄物処理計画」を平成 23年８月に策定し、循環型社会の

形成を目指して、県民、事業者、行政がそれぞれの適切な役割分担のもとでごみの減量や資源

の循環利用をより積極的に進めていくこととしています。 

そして、本市では、ごみ処理施設の老朽化による急激な処理能力の低下、焼却施設の 3から

2 施設への変更と、ごみ処理を取り巻く環境が大きく変化し、ごみ減量や資源化の推進を大幅

に前倒しする必要性が出てきました。 

そこで、更なる減量のための新たな施策を加えた「大津市ごみ減量実施プラン」を平成 25

年 9月に策定し、施策の実施により、大幅なごみ減量に成功しました。 

今回の見直しに際しては、廃棄物処理をめぐる国・滋賀県・本市の動向、今後の社会・経済

情勢、一般廃棄物の発生見込み、地域の開発計画、市民の要望などを踏まえた上で、一般廃棄

物処理施設や体制の整備、財源の確保等について十分検討するとともに、それを実現するため

の現実的かつ具体的な施策を総合的に検討しました。 
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大津市廃棄物の処理及び
再利用の促進並びに環境
の美化に関する条例

大津市環境基本条例

滋賀県環境基本計画
【滋賀県】

一
般
廃
棄
物
処
理

実
施
計
画

分
別
収
集
計
画

そ
の
他
の
計
画

循環型社会形成推進
基本計画【国】

滋賀県廃棄物処理計画
【滋賀県】

大津市一般廃棄物
（ごみ）処理基本計画

大津市
環境基本計画

大津市総合計画

滋賀県環境総合計画
【滋賀県】

一
般
廃
棄
物
処
理

実
施
計
画

分
別
収
集
計
画

そ
の
他
の
計
画

循環型社会形成推進
基本計画【国】

滋賀県廃棄物処理計画
【滋賀県】

大津市一般廃棄物
（ごみ）処理基本計画

大津市
環境基本計画

大津市総合計画

大津市廃棄物の処理及び
再利用の促進並びに環境
の美化に関する条例

大津市環境基本条例

 

第２節 計画の位置づけ 

 

「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」（以下『本計画』と呼びます。）は、環境省の「ごみ処

理基本計画策定指針」（平成 25年６月）に準拠して見直しを行います。 

本計画は、本市の廃棄物処理行政における最上位の計画に位置付けられ、本市における廃棄

物処理の基本方針となるものです。本計画の策定に際しては「総合計画」や「環境基本計画」

などの上位計画や関連計画などと整合を図るものとします。 

また、「一般廃棄物処理実施計画」や「分別収集計画」などの本市の廃棄物処理に係る諸計画

は、本計画を踏まえて策定することになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-1 計画の位置づけ 
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一般ごみ

家庭系ごみ

粗大ごみ
ごみ

事業系ごみ一般廃棄物

し尿

廃棄物等 廃棄物

産業廃棄物

使用済物品または副次的物品（古紙、鉄くず、間伐材等）

第３節 計画の対象 

 

一般廃棄物処理基本計画の対象は、循環型社会形成推進基本法で定める廃棄物等（廃棄物及

び使用済物品等または副次的物品）のうち、市町村に処理責任がある「一般廃棄物」です。 

一般廃棄物は、『ごみ』と『し尿』に大別され、本計画では『ごみ』を対象とします。 

本計画では、ごみ処理の現状と課題を整理し、ごみ排出量や処理・処分量の将来予測を行い、

ごみ処理に関する基本方針を定め、ごみの減量化、資源化に関する計画及び適正処理に関する

計画を策定します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-1 計画の対象 

 

 

 

第４節 計画の期間 

 

今回の「見直し」では、計画期間及び計画目標年次は変更なしとします。 

 

❖計画期間 平成 23年度（2011年度）から平成 32年度（2020年度）

までの 10年間 

❖計画目標年次 平成 32年度（2020年度） 

 

本計画は、上位計画や関連計画と整合を図りながら概ね５年ごと、または計画の前提となる

諸条件に大きな変化があった場合には、適宜見直しを行うものとします。 

 

市町村の 
処理責任 

（事業者の処理責任） 

【計画の対象】 



 5 

H6.8完全施行

自然循環

社会の物質循環

H13.1完全施行

○基本原則
○国、地方公共団体、事業者、国民の責務
○国の施策

H22.5一部改正 H13.4全面改正施行

①廃棄物の排出抑制 ①再生資源のリサイクル

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む） ②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③廃棄物処理施設の設置規制 ③分別回収のための表示

④廃棄物処理業者に対する規制 ④副産物の有効利用の促進

⑤廃棄物処理基準の設定　等

　

H22.12改正 H20.3公表

グリーン購入法　（国等が率先して再生品などの調達を推進）

H13.4完全施行

・容器包装の市町村に

　よる分別収集

・容器の製造・容器包

　装の利用業者による

　再商品化

・廃家電を小売店等が

　消費者より引取

・製造業者等による再

　商品化

食品の製造・加工・販

売業者が食品廃棄物等

を再生利用等

工事の受注者が

・建築物の分別解体等

・建設廃材等の再資源

　化等

・関係業者が使用済自

　動車の引取、フロンの

　回収、解体、破砕

・製造業者等がエア

　バッグ・シュレッダー

　ダストの再資源化、

　フロンの破壊

・基本方針の策定

・再資源化事業計画の

　認定

・特例措置

H12.4完全施行

H18.6一部改正

H13.4完全施行

H21.4一部改正

H13.5完全施行

H19.6一部改正

H14.5完全施行 H15.1一部施行

H17.1完全施行

H25.4完全施行

平成20年度～平成24年度の５か年計画

計画内容：

　①地球温暖化対策との連携

　②廃棄物系バイオマス利活用の推進

　③廃棄物処理施設のストックマネジメント

環境大臣が定める
基本方針

廃棄物処理施設
整備計画

個別物品の特性に応じた規制

容器包装
ﾘｻｲｸﾙ法

家電
ﾘｻｲｸﾙ法

食品
ﾘｻｲｸﾙ法

建設
ﾘｻｲｸﾙ法

自動車
ﾘｻｲｸﾙ法

小型家電
ﾘｻｲｸﾙ法

循環型社会形成推進基本計画
　H15.3公表

　H25.5改正

廃棄物処理法 資源有効利用促進法

〈廃棄物の適正処理〉 〈リサイクルの推進〉

環境基本法

環境基本計画 　H24.4改正

循環

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法）

国の他の計画の基本

・社会の物質循環の確保
・天然資源の消費の抑制

第５節 廃棄物・リサイクル関連の動向 

 

１  法制度 

本計画は、「環境基本法」、「循環型社会形成推進基本法」ならびに「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律（廃棄物処理法）」、リサイクル関連の法律等の関係法令に配慮して策定するも

のです。廃棄物やリサイクルに関する法制度の体系を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-1 廃棄物やリサイクルに係る法制度の体系 
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２  国の動向 

(1) 廃棄物処理法に基づく基本方針 

国は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の２第１項の規定に基づき定められてい

る「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

の基本的な方針」（平成 13年５月環境省告示第 34号）について、平成 22 年度以降の廃棄物

の減量化の目標量等を定めることが必要であること、また、「廃棄物処理制度の見直しの方向

性（意見具申）」（平成 22年１月 25日中央環境審議会）等を踏まえ、平成 22年 12月に所要

の変更を行いました。 

廃棄物の減量化の目標については、以下のとおり定めました。 

 

表 1-5-1 廃棄物処理法に基づく基本方針（平成 22年 12月）での目標 

指  標 目標年 目   標 

排出量 
平成 

27年度 

平成 19年度比約５％削減 

再生利用率 約 25％に増加 

最終処分量 平成 19年度比約 22％削減 
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(2) 循環型社会形成推進基本計画 

国は、循環型社会の形成に向けて循環型社会形成推進基本法をはじめ、廃棄物処理法の改

正や容器包装リサイクル法、家電リサイクル法などの各種リサイクル法の整備を行ってきま

した。 

循環型社会形成推進基本法では、①廃棄物等の発生抑制、②循環資源の循環的な利用、③

適正な処分が確保されることにより、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り

低減される「循環型社会」を実現することとしています。 

循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、「第三次循環型社会形成推進基本計画」が平成 25年５月に閣議決定され

ました。 

第三次循環型社会形成推進基本計画では、最終処分量の削減など、これまで進展した廃棄

物の「量」に着目した施策に加え、循環の「質」にも着目し、①リサイクルに比べ取組が遅

れているリデュース・リユースの取組強化、②有用金属の回収、③安心・安全の取組強化、

④３Ｒ国際協力の推進を新たな政策の柱とすることにより、循環型社会の形成を一層推進す

ることとしています。 

また、循環型社会形成のための数値目標を拡充し、一般廃棄物の減量化に関する取組指標

については、以下のとおり目標を設定しました。 

 

表 1-5-2 第三次循環型社会形成推進基本計画での一般廃棄物の減量化に関する目標 

取 組 指 標 目標年 目  標 

一般廃棄物の減量化 

（計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量） 

平成 

32年度 

平成 12年度比約 25％削減 

 
１人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

（集団回収量、資源ごみ等を除く） 
平成 12年度比約 25％削減 

 
事業系ごみ排出量 

（事業系ごみの「総量」） 
平成 12年度比約 35％削減 
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３  県の動向 

(1) 第三次滋賀県廃棄物処理計画 

滋賀県は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、「滋賀県廃棄物処理計画」を平成

13年度に策定し、廃棄物の減量や適正処理の推進に取り組んできました。その後、廃棄物処

理の状況や関係施策の動向などを踏まえながら、５年毎にこの計画の見直しを行い、「第三次

滋賀県廃棄物処理計画」を平成 23年８月に策定しました。 

この計画では、今後の方向性として、「廃棄物の排出抑制や再使用に重点をおく３Ｒ取り組

みのステップアップにより持続可能な滋賀社会づくりを進める」こととしています。また、

廃棄物の適正処理の推進を図るため、廃棄物処理の監視指導の徹底や適正処理の体制確保に

向けた取り組みを進めていくこととしています。 

この計画では、県が目指す循環型社会実現のための将来像を示すとともに、その実現のた

めに各主体に求められる役割や県の施策等を示しました。この中で、一般廃棄物の減量化に

関する目標については、以下のとおり設定しました。 

 

表 1-5-3 第三次滋賀県廃棄物処理計画での一般廃棄物の減量化に関する目標 

指 標 単位 
実績値 目標値 

H12 H16 H19 H20 H27 

１人１日当たりの
排出量※１ 

g/人･日 1,038 1,007 977 938 910 

１人１日当たりの
最終処分量 

g/人･日 187 144 120 110 95 

※１．１人１日当たりの排出量＝総排出量※２÷人口÷年日数 

※２．総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量 
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第２章 地域の概要 
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第１節 市の特性 

 

本市は、約 35万人の人口を有する滋賀県の県

都であり、滋賀県の行政や経済の中心としての

機能が集積しています。 

地理的には、わが国のほぼ中央部にある琵琶

湖の南西部に位置し、地形的には西側の山と東

側の湖にはさまれた南北に細長い地域となって

います。 

市域は、京阪神と東海地方・北陸地方を結ぶ

交通の要衝にあり、古くから人と物資の交流に

よって栄えてきました。 

また、本市は日本最大の湖である琵琶湖と関

わりが深く、家庭や産業だけでなくあらゆる面

で多くの恵みを受けています。 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 大津市の位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（市域の南側からの上空写真） 
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第２節 社会環境 

 

１  人口・世帯数の状況 

平成 27年４月１日現在、本市の人口は 342,031人、世帯数は 142,740世帯、平均世帯人員

（１世帯当たりの家族人数）は 2.4人です。 

本市は、滋賀県の県都として、人口・世帯数とも増加傾向で推移しています。近年では、

人口よりも世帯数の増加率が高いため、平均世帯人員は減少傾向で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１．住民基本台帳人口（外国人登録人口を含みます） 

２．平成 18年度の志賀町との合併後の状況を示します。 

資料：市民部戸籍住民課資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-1 人口と世帯数の推移 

 

項　　目 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

人口（人） 327,479 329,675 332,427 334,341 337,281 338,751 340,339 341,489 342,343 342,031

世帯数（世帯） 126,077 128,255 130,796 132,882 135,422 137,107 138,919 139,783 141,497 142,740

平均世帯
人員（人）

2.6 2.6 2.5 2.5 2.5 2.5 2.4 2.4 2.4 2.4
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0 5,000 10,000 15,000

５歳階級別人口（人）

女性

平成 27年 4月 1日現在の５歳階級別人口をみると、将来における顕著な高齢者の増加と若

年者の減少が予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民部戸籍住民課資料 

図 2-2-2 ５歳階級別人口（平成 27年） 

 

 

平成 22年現在の一般世帯を世帯人員別にみると、１人世帯（単独世帯）と２人世帯が全体

の過半数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 2-2-3 世帯人員別の世帯数（平成 22年国勢調査） 
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107,330 世帯 118,124 世帯 130,157 世帯 21.3%

単独世帯 22,653 世帯 27,556 世帯 35,364 世帯 56.1%

高齢単身者世帯 5,399 世帯 7,487 世帯 10,500 世帯 94.5%

高齢夫婦世帯 7,952 世帯 10,205 世帯 13,965 世帯 75.6%

平成12年 平成17年 平成22年項　　目

一般世帯

平成 22年における高齢者のみの世帯の状況をみると、高齢単身者世帯は 10,500世帯、高

齢夫婦世帯は 13,965世帯となっています。本市では、一般世帯数が増加傾向で推移していま

すが、高齢者のみの世帯はそれ以上に大きな増加傾向で推移していることが特徴です。 

平成 22年の１人世帯（単独世帯）は 35,364世帯ですので、高齢単身者世帯が１人世帯（単

独世帯）の約 30％を占めています。また、２人世帯は 35,741 世帯ですので、高齢夫婦世帯

が２人世帯の約 40％を占めています。 

 

表 2-2-1 一般世帯と高齢者のみの世帯の推移 

 

 

 

 

 

注１．高齢単身者世帯：65歳以上の高齢者の１人暮らし世帯 

高齢夫婦世帯：夫 65歳以上妻 60歳以上の夫婦１組のみの一般世帯 

２．平成 12・17年は、現在の市域の状況を示します。 

資料：国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 2-2-4 高齢者のみの世帯の推移 
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事業所数 従業者数

（事業所） 比率 （人） 比率

総数 11,313 100.0％ 118,084 100.0％

農林漁業 26 0.2％ 230 0.2％

鉱業、採石業、砂利採取業 3 0.0％ 14 0.0％

建設業 1,080 9.5％ 6,301 5.3％

製造業 643 5.7％ 16,718 14.2％

電気・ガス・熱供給・水道業 9 0.1％ 746 0.6％

情報通信業 148 1.3％ 2,470 2.1％

運輸業、郵便業 176 1.6％ 4,502 3.8％

卸売業、小売業 2,555 22.6％ 23,421 19.8％

金融業、保険業 236 2.1％ 4,099 3.5％

不動産業、物品賃貸業 887 7.8％ 3,400 2.9％

学術研究、専門・技術サービス業 573 5.1％ 4,009 3.4％

宿泊業、飲食サービス業 1,404 12.4％ 13,235 11.2％

生活関連サービス業、娯楽業 1,039 9.2％ 6,110 5.2％

教育、学習支援業 470 4.2％ 5,997 5.1％

医療、福祉 902 8.0％ 15,753 13.3％

複合サービス業 72 0.6％ 695 0.6％

サービス業（他に分類されないもの） 1,090 9.6％ 10,384 8.8％

業　　　　　種

２  産業の状況 

平成 24年現在、市内にある事業所の総数は 11,313事業所です。このうち従業者 10人未満

の事業所は 8,913事業所であり、小規模な事業所が多くなっています。 

事業所数は、卸売業､小売業が 2,555事業所で最も多く、次いで宿泊業､飲食サービス業が

1,404事業所、建設業が 1,080事業所となっています。 

従業者数は、卸売業､小売業が 23,421人で最も多く、次いで製造業が 16,718人、医療､福

祉が 15,753人となっています。 

 

表 2-2-2 業種別の事業所数、従業者数（平成 24年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 24年経済センサス活動調査 

 

 

３  土地利用の状況 

土地利用状況を見ると、森林が最も多く 67.8％を占め、宅地（住宅用地・工業用地・その

他の宅地）が 9.4％、農用地が 6.8％となっています。 

都市計画区域は市域の 70.9％で、このうち市街化区域は 18.0％（市域の 12.8％）です。

市街化区域の中では住居系の用途地域が８割近くを占めていますが、その一方でまとまった

農地も存在しています。また、中心市街地をはじめとした既成市街地では、古くからの建築

物の集積により都市基盤の整備が立ち遅れています。このように、本市では、特に市街地部

において土地の有効利用が図られていないことが問題となっています。 

こうした状況を受けて、本市では、都市機能を高めるためにも、都市機能の分担に応じた

拠点性の高い都心市街地、拠点市街地、駅周辺市街地が、都市骨格軸によって有機的に連携

した都市構造をつくることを目指しています。また、多様な機能と価値をもった都市機能の

維持・更新、新たな効果的集積を目指しています。 
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資料：大津市都市計画マスタープラン 2007-2016（大津市） 

図 2-2-5 都市計画マスタープランによる将来都市構造図 
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第３節 市の将来計画 

 

１  大津市総合計画の概要 

本市は、平成 19年度から平成 28年度までの 10年間のまちづくりに係る基本方針を定める

ため、「大津市総合計画基本構想」を策定し、これを具体的に実行するための施策や重点事業

を体系的にまとめた「実行計画」を策定しています。第３期実行計画は平成 25年度から平成

28年度までの４年間を計画期間としています。 

総合計画の構造は、政策方針と重点事業との関連をシンプルにわかりやすくし、「選択と集

中」による実効性を重視しています。この中で、まちづくりの基本理念を「人間性の尊重」

「市民自治の確立」「環境の保全と創造」とし、将来都市像を「人を結び、時を結び、自然と

結ばれる結の湖都 大津」と定めています。 

 

 

将来都市像  人を結び、時を結び、自然と結ばれる結
ゆい

の湖
こ

都
と

 大津 

 

 

 

基本方針 基本政策 

１．次代を支える「ひとのつ

ながり」を創る 

１－１．子どもの笑顔が輝くまちにします 

１－２．安心、安全に暮らすことのできるまちに

します 

１－３．希望に満ちて、生き生きと暮らすことの

できるまちにします 

１－４．互いを認め、支え合うまちにします 

２．次代を担う「まちのにぎ

わい」を創る 

２－１．活力と魅力に満ちたまちにします 

２－２．古都の風格と新しい感性がともに息づく

まちにします 

２－３．個性を発揮し、自分らしく活動できるま

ちにします 

２－４．快適で利便性の高いまちにします 

３．次代へ引き継ぐ「自然の

うるおい」を創る 

３－１．自然を守るまちにします 

３－２．水と緑の癒しのあるまちにします 

３－３．資源を大切にするまちにします 

３－４．自然に学び、自然を楽しむまちにします 

注．       がごみ処理に関わる施策です（次ページに具体的な内容を示します）。 
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【ごみ処理に関わる施策】 

第３期実行計画に示されたごみ処理に関わる施策の内容を以下に示します。 

 

基本施策  資源を大切にするまちにします 

 

❖施策 ごみの減量と資源の有効利用を進めるまちづくり 

 

消費者や企業の環境に対する意識の高まりなどから、大量生産・大量消費型の社会システムから循

環型社会への転換を図る取組が進められています。 

持続可能な社会を実現するためには、限りある資源を大切にし、地球環境への負荷の軽減を図るこ

とが大切であることから、市民・事業者と協力しながら、現在のライフスタイルを見直すことにより、

廃棄物の排出を抑制し、資源を有効に利用するまちづくりを推進します。 

 
項     目 基準値 目標値 

資源化率 
15.6％/年 

（平成 19年度） 

18.4％/年 
（平成 28年度） 

市民１人当たりのごみ排出量 
（資源ごみを除く） 

887.1ｇ/日 
（平成 19年度） 

743.7ｇ/日 
（平成 28年度） 

 

地球環境への負荷を軽減する上で有効な方法のひとつは、ごみの排出量を減らすことです。 

このため、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の理念である「心ある行動」を実践するため、ごみの

発生・排出等それぞれの段階で行動計画を定めて、ごみの減量と再資源化を図ります。 

 

 

❖施策 ごみを適切に処理するまちづくり 

 

廃棄物の減量や再資源化について、様々な取組を進めていますが、それでも多くの廃棄物（ごみ）

が排出されています。これらを適正に処理処分するため、廃棄物処理の責任を明確にし、廃棄物の適

正処理の指導を進め、施設の老朽化に対応することにより、ごみを適切に処理するまちづくりを推進

します。 

 
項     目 基準値 目標値 

ごみ処理施設の排出基準適合率 
100％ 

（平成 23年度） 

100％ 
（平成 28年度） 

1 年以上継続する不法投棄事案の解決率 － 
20％ 

（平成 28年度） 

 

一般廃棄物と産業廃棄物の区分をより厳格にして処理責任を明確化し、適正処理を推進します。中

間処理施設や最終処分場の整備については、適正な処理体制が確保できるよう計画的に推進します。 

不法投棄等不適正処理事案に対しては、その防止や早期発見のための監視等や是正指導、措置等を

実施していきます。 
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単位：人
項　目 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

総人口 337,634 342,031 340,506 336,749 331,409 324,986 317,822 309,576 300,587 290,696 280,275

年少人口 49,459 48,950 46,350 44,276 43,088 43,268 44,181 44,524 43,768 42,077 40,811
生産年齢人口 218,626 211,133 203,348 197,156 188,724 178,070 163,613 153,340 147,310 144,409 142,667
老年人口 69,549 81,948 90,808 95,318 99,597 103,649 110,029 111,712 109,509 104,210 96,798

337,634 342,031 340,506 336,749 331,409
324,986 317,822 309,576

300,587
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280,275
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２  大津市の将来人口 

大津市の平成 27年４月１日現在の人口は 342,031人でした。 

大津市の人口は、これまで増加し続けてきましたが、近年、その伸び率は鈍くなってきてい

ます。本市が将来人口を推計した結果、2015 年（平成 27 年）をピークに減少に転じ、以後緩

やかに減少すると予測されました。 

年齢３区分別人口をみると、年少人口と生産年齢人口は今後緩やかに減少するとみられます。

一方、老年人口は、今後急速に増加し、高齢化が急激に進むとみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津市人口ビジョンより 

図 2-3-1 大津市の総人口および年齢階層別人口の推移 

 

《本市人口の将来展望》 

目指すべき将来の方向を踏まえ、人口減少に歯止めをかけるとともに、人口減少に対

処するための施策に取り組み、大津市の人口の将来を次のとおり設定します。 

・2015年４月１日 34.2万人 

・2020年     34.1万人を確保 

・2060年     28.0万人を確保 

 

《人口の将来展望に対する基本姿勢》 

１．人口減少に歯止めをかけるまちづくりを推進します。 

２．人口減少に対応するまちづくりを推進します。 
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第３章 ごみ処理基本計画 
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第１節 ごみ処理の現状と課題 

 

１  ごみの出し方 

(1) 家庭系ごみ 

■家庭から排出されるごみ（家庭系ごみ）の品目別のごみ出しの方法を以下に示します。 

 

表 3-1-1(1) ごみの分別区分と排出方法（平成 27年度現在） 
分別区分 具体的な品目 ごみの出し方 収集 

燃やせるごみ 

生ごみ 
ゴム・皮革製品、繊維類 
木質ごみ、草 
プラスチック類 
汚れたプラスチック製容器包装 
資源化できない紙類 
その他（カイロ、湿布、乾燥剤等） 

大津市指定ごみ袋に入れて、
集積所に出す。 

週２回 

燃やせないごみ 

陶磁器類、ガラス類 
電球・蛍光灯 
小型家電製品 
小型金属類 
透明・茶色以外のびん、化粧品等の飲料以外の
びん 
その他（傘、刃物、電気コード等） 

大津市指定ごみ袋に入れて、
集積所に出す。 

月１回 

資 
源 
ご 
み 

紙ごみ 

新聞（折込チラシ含む） 
段ボール 
雑誌・雑がみ（菓子の箱、ティッシュの箱、ノ
ート、メモ、包装紙、はがき、封筒等） 

新聞、雑誌・雑がみ、段ボー
ルの３種類に分け、それぞれ
ひもで十字にくくって集積
所に出す。 

月２回 

プラスチック
製容器包装 

 
 
袋類（菓子･パン･食品の袋、レジ袋等） 
パック・カップ類（卵･豆腐･弁当のパック等） 
プラスチックボトル類（洗剤･シャンプー等） 
キャップ・ふた類（ペットボトル等のふた） 
フィルム・ラベル類（外装フィルム等） 
ネット類（たまねぎ･果物等のネット） 
トレイ類（惣菜･魚等の食品トレイ） 
緩衝材など（発泡スチロール等） 

大津市指定ごみ袋に入れて、
集積所に出す。 

週１回 

かん 

飲料用のアルミ缶・スチール缶 
缶詰 
菓子の缶、ミルク缶 
スプレー缶・エアゾール缶・カセットコンロ用
ボンベ 

大津市指定ごみ袋に入れて、
集積所に出す。 

月２回 

びん 
茶色びん（栄養ドリンクのびんを含む） 
透明品（ジュースのびん、ジャムのびん、調味
料のびん、すりガラスのびん等） 

透明びんと茶色びんに分け、
それぞれ大津市指定ごみ袋
に入れて、集積所に出す。 

月１回 

ペットボトル 
飲料のペットボトル 
調味酒、醤油、みりん等のペットボトル 

大津市指定ごみ袋に入れて、
集積所に出す。 

月２回 

牛乳パック 
牛乳パック 
お茶やジュース等の紙パック 

洗って板状に開き、乾燥させ
て各市民センター、小中学校
等の回収ボックスに出す。 

―― 

乾電池 筒型乾電池 
各市民センター、市役所新館
廃棄物減量推進課、小中学校
の回収ボックスに出す。 

―― 

プラマークがついているもの 
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表 3-1-1(2) ごみの分別区分と排出方法（平成 27年度現在） 
分別区分 具体的な品目 ごみの出し方 収集 

大型ごみなど 

電気・ガス・石油・暖房器具類 
家具・寝具類 
趣味・娯楽用品類 
乗物・乳幼児用品類 
その他 

戸別有料収集は、収集希望日の１週間
前には、ごみコールセンターに前もっ
て予約し、収集を依頼。ごみ処理手数
料券を購入し、大型ごみなどに貼り付
けて出す。 

―― 

在宅医療ごみ 
ペン型自己注射針・自己穿刺針など 

受け取った医療機関・薬局に持ち込む。 ―― 

針ケースに収め、ペットボトル等の容
器に入れ、針が刺さらないようにして
「燃やせるごみ」として出す。 

週２回 

ビニールバッグ・チューブ・カテー
テル・ガーゼなど 

「燃やせるごみ」として出す。 週２回 

市
で
処
理
し
な
い
も
の 

家電リサイク
ル品 

エアコン 
テレビ 
冷蔵庫・冷凍庫 
洗濯機・衣類乾燥機 

販売店に引き取りを依頼 ―― 

自分でメーカーの指定引き取り場所に
持ち込む 

―― 

ごみコールセンターに前もって予約
し、市に収集・運搬を依頼。 

―― 

パソコン 
ディスプレイ、キーボード、マウス、 
デスクトップパソコン本体 
ノート型パソコン 

パソコンメーカーに回収を申し込み、
指示に従い対応。 

―― 

その他 

プロパンガス 
自動車、自動車部品 
自動二輪、自動二輪部品 
タイヤ、バッテリー 
消火器 
農薬などの薬品 
ピアノ 
FRP船 

購入店に引き取ってもらうか、専門業
者に処理を依頼。 

―― 

 

 

■家庭系ごみを市のごみ処理施設に自己搬入する場合の手数料等を以下に示します。 

 

表 3-1-2 家庭系ごみを自己搬入する場合の手数料等（平成 27年度現在） 

項 目 具体的な内容 

搬入できる日 月曜～土曜日（日曜、祝日および年末年始は除く） 

搬入時間 9時～12時、12時 45分～16時（土曜日については 9時～12時） 

処理手数料 10㎏までごとに 100円（税抜） 

注意事項 

１．すべてのごみについて、事前の申し込みが必要。ごみを搬入する前日（月曜の場合
は前週の開庁日）の 17時 25分までに、ごみコールセンターに搬入を申請。 

２．袋に入るものは、分別した上で、ごみの種類ごとに指定袋に入れる。 

３．ごみの持ち込みは 1日 1回のみ、大型ごみは 5点までとし、重さは搬入するごみ全
部で 200kgまで。 
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(2) 事業系ごみ 

事業所から排出されるごみ（事業系ごみ）は、事業者が自らの責任において適正に処理し

なければなりません。事業系ごみの処理を処理業者に委託する場合でも、ごみが適正に処理

されるまでの最終的な責任は排出者である事業者が負わなければなりません。 

事業系ごみを市のごみ処理施設に自己搬入する場合の手数料等を以下に示します。 
 

表 3-1-3 事業系ごみを自己搬入する場合の手数料等（平成 27年度現在） 

項 目 具体的な内容 

搬入できる日 月曜～土曜日（日曜、祝日および年末年始は除く） 

搬入時間 9時～12時、12時 45分～16時（土曜日については 9時～12時） 

処理手数料 10㎏までごとに 180円（税抜） 

注意事項 

１．事業系ごみを市の施設で処理する場合、市役所の廃棄物減量推進課において書面に
よる処理の申出が必要。 

２．事業所から排出されるプラスチック類は産業廃棄物に該当するため、市のごみ処理
施設で処理することはできない（本市では、ごみの適正処理の推進及び産業廃棄物
の混入を防ぐため、ごみの搬入物検査を随時実施している）。 

３．かん・びん・ペットボトルについては、市のごみ処理施設では受入れていない。 

 

事業系ごみを市のごみ処理施設で処理する場合、対象となる排出事業者は、搬入の都度、

「一般廃棄物管理票（マニフェスト）」を提出・交付する必要があります。事業系ごみを排出

する際に、事業者がマニフェストに排出者、種類や排出量等を記入し、収集運搬業者へごみ

とともにマニフェストを渡すことで、処理の流れを確認できます。また、処理後に、事業者

が収集運搬業者から処理終了を記載したマニフェストを受け取ることで、委託どおりにごみ

が処理されたことを確認できます。これにより、不適正な処理による環境汚染や不法投棄を

未然に防ぐことができます。 

  

資料 1 大津市事業系一般廃棄物管理票 
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また、事業用大規模建築物の所有者等は、事業系ごみの適正な保管と処理及び資源化を推

進するため、本市の条例に基づき、以下の義務を負います。 

①廃棄物管理責任者を選任し、市に届け出る。 

②毎年度６月までに「事業系廃棄物減量計画書」を提出する。 

事業系ごみの排出量の多い事業者は、事業所から排出される事業系ごみについて、前年度

の排出量や当該年度の予定排出量、ごみに関する減量対策やリサイクルの取り組み状況など

を示した「事業系一般廃棄物減量計画書」を毎年６月までに提出しなければなりません。 
 

表 3-1-4 事業系ごみに係る各種制度の対象となる事業者 

項 目 具体的な内容 

マニフェストの必要な
排出事業者 

・自己搬入で、１回あたり 200kg以上の事業系ごみを搬入する事業者 

・大津市一般廃棄物収集運搬業許可業者に委託する事業者 

事業用大規模建築物の
所有者等 

・事業の用に供する部分の延床面積の合計が、1棟で 1，000㎡以上の建築物の所有
者、又は管理を請け負う者 

事業系一般廃棄物減量
計画書の提出対象事業
者 

・年間 50ｔ以上の事業系ごみを市の処理施設に搬入する事業者（収集運搬許可業者
に委託する場合を含む） 

・前事業年度において一般廃棄物減量計画書を作成した事業者が、年間の排出量が
50ｔ未満となった場合において、該当しないこととなったときから 1 年を経過し
ていない場合 
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資源化

資源化

資源化

埋立

燃やせるごみ

燃やせないごみ

大型ごみ

プラスチック製
容器包装

かん、びん

埋立

資源化

資源
ごみ

乾電池

資源
ごみ

牛乳パック

資源
ごみ

紙ごみ

資源
ごみ

資源
ごみ

不燃残渣

資源物

埋立

資源化

資源化施設

可燃残渣

ペットボトル

資源
ごみ

資源物

粗大ごみ施設

可燃残渣

不燃残渣

市のごみ処理施設（中間処理施設）

焼却残渣 埋立焼却施設

２  ごみ処理の流れ 

燃やせるごみは、処理施設で焼却処理し、焼却灰は埋立処分しています。 

燃やせないごみと大型ごみは、処理施設で破砕し、金属（資源）を回収した後、可燃残渣

は焼却処理、不燃残渣は埋立処分しています。 

本市において、資源ごみは、①紙ごみ、②プラスチック製容器包装、③かん、④びん、⑤

ペットボトル、⑥牛乳パック、⑦乾電池の７種類が指定されています。 

このうち、紙ごみと牛乳パックは収集後、紙問屋へ資源として売却し、製紙工場などで資

源化しています。プラスチック製容器包装とペットボトルは、処理施設で異物や汚れたもの

を取り除いた後、（公財）日本容器包装リサイクル協会を通じて、再生事業者で資源化してい

ます。かん・びんは、処理施設で選別した後、委託業者を通じて資源として売却しています。

乾電池は、無害化業者に直接引き渡しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 ごみ処理の流れ（平成 27年度現在） 

無害化 
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３  ごみの排出抑制、リサイクル推進のための取り組みの状況 

(1) ごみ減量・資源化推進の取り組み 

本市では、昭和 57年度からかん・びんを、平成 10年度からペットボトルを、平成 18年度

からプラスチック製容器包装の分別収集を開始（平成 21年度に対象拡大）し、分別によるご

み減量と資源化を進めてきました。平成 13年度からは透明指定袋制を導入しており、市民に

よる分別の徹底を基本として取り組んできたものです。 

市民に対しての周知啓発については、昭和 56年 5月 30日に市民・各種団体・事業所・行

政が参画して発足した市民会議「ごみ減量と資源再利用推進会議」と協働で行っており、リ

サイクルフェアの開催、絵画等のコンクール、マイバッグ持参やフードロス削減等の店頭啓

発など、さまざまな機会・手法をもって展開しています。また、ごみ分別・減量ガイドブッ

クの各戸配布や各種広報媒体、看板・チラシなどを活用するとともに、平成 27年 4月からは

ごみ分別アプリ「分けなび」を無料配信しています。 

近年、焼却施設の老朽化により処理能力が急激に低下したことから、さらなるごみ減量を

進めるため、平成 25年 9月に「大津市ごみ減量実施プラン」を策定。このプランに基づき、

平成 26年 1月からは紙ごみの分別収集を開始し、同年 4月からは、家庭系ごみにおけるびん

の色別収集を開始するとともに大型ごみ等の施設への搬入方法変更と搬入量制限を実施しま

した。また、事業系ごみにおいても、一般廃棄物管理票（マニフェスト）の導入や施設での

搬入物確認、大型ごみの搬入量制限による産業廃棄物の徹底排除を実施したほか、廃棄物減

量計画書の提出義務の対象を拡大しています。 

 

(2) 資源化促進の取り組み 

① 集団資源回収促進事業 

集団資源回収とは、地域の自治会や子ども会などの団体が、家庭から出る新聞・雑誌等・

段ボール・古布・アルミ缶の「資源物」を指定の日時・場所に集めて、資源回収業者に引き

渡す活動です。本市では、古紙等のリサイクルとごみの減量を進めるため、平成 5年度から

集団資源回収を行う団体に対して「大津市集団資源回収促進事業補助金」を交付しています。 

 

表 3-1-5 大津市集団資源回収促進事業補助金の概要（平成 27年度現在） 

項 目 具体的な内容 

対象品目 

①新聞、雑誌、段ボール、雑がみなどの紙類 

②古着、布切れなどの布類 

③アルミ缶（平成 24年後期から追加） 

対象団体 
市内の家庭から発生する資源物の集団資源回収を実施する町内会、子ども会、PTA
など市民で構成された団体 

補助金額 回収量１kgあたり４円（平成 27年より３円→４円に変更） 
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② 再生資源保管庫等設置事業 

本市では、地域から排出される資源（古紙やアルミ缶等）の持ち去り等を防ぎ、資源の効

率的な排出・回収を行うことができるよう、平成 24度から保管庫等の設置に際して「大津市

再生資源保管庫等設置事業補助金」を交付しています。 

 

表 3-1-6 大津市再生資源保管庫等設置事業補助金（平成 27年度現在） 

項 目 具体的な内容 

対象者 集団資源回収を実施している自治会等（営利を目的としない団体） 

補助金額 保管庫等の設置額の 1/2（上限 80,000円） 

 

③ 生ごみ処理機等活用事業 

家庭から生じる生ごみの減量化・堆肥化としての自家処理等の活用を促進するため、平成

12年５月から生ごみ処理機等を購入する市民に対して購入費の一部を補助しています。 

 

表 3-1-8 大津市ごみ集積所設置等補助金の概要（平成 27年度現在） 

項 目 具体的な内容 

対象者 

・大津市に住所を有し、かつ居住している市民 

・大津市の区域内で利用する市民 

・処理機等を設置することができる場所を有する市民 

・処理機等を適切に管理できる者が同一の世帯に属している市民 

・堆肥化した物を有効に活用できる者が同一の世帯に属している市民 

・過去 6年以内に補助金の交付を受けていない市民 

補助金交付額 

①処理機 

・処理機 1機あたりの購入額（本体価格＋消費税）の 1/3（上限 20,000円） 

②コンポスト容器 

・コンポスト容器１個あたりの購入額（本体価格＋消費税）1/2（上限 4,000円） 

備考 １世帯につき処理機１機、又はコンポスト容器２個とします。 

 

④ 刈り草・剪定枝等再生利用実験事業 

市内の道路・河川・公園等の維持管理業務や民間の造園業等で生じた一般廃棄物である刈

り草や剪定枝等の一部について、平成 16年度から外部委託による堆肥化の再生利用実験を行

っています。平成 26年度には並行してバイオガス化の再生利用実験も実施。発生量や効率性、

コスト面などから最適な処理方法について検討を進めています。 

 

(3) リユース推進の取り組み 

  市民の資源循環と再利用意識を育み推進していく拠点として、平成 25年 4月にリサイクル

センター木戸を開設しました。子供用品のリユースコーナーを常設しているほか、誰もが３

Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）に関する体験や学習を行える教室を開催し、ごみ

減量、資源循環の必要性、物を大切にする心を育む場として活用しています。 
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(4) 廃棄物の適正収集に関する取り組み 

① 大型ごみ等戸別有料収集事業 

本市では、従来、地域における拠点無料回収を行っていましたが、集積所への距離、排出

禁止物の不法投棄や持ち去り行為、さらには集積所周辺での迷惑行為など多くの課題があっ

たことから、平成 19年度から戸別有料収集を開始しました。これは、大型ごみの排出量に応

じた手数料を負担していただくことで、モノを大切に使い、壊れたら修理をして長く使うと

いう意識や行動を誘導し、大型ごみの減量に寄与するものです。 

 

 ② ごみ集積所設置等事業 

本市では、ごみの排出や収集の効率化を図り、集積所周辺のごみの散乱を防止し、市民の

良好な家庭環境を守ることを目的として、ごみ集積所を設置する場合や改修に要する費用の

一部について「大津市ごみ集積所設置等補助金」を交付しています。 

 

表 3-1-7 大津市ごみ集積所設置等補助金の概要（平成 27年度現在） 

項 目 具体的な内容 

対象者 
設置等を行うごみ集積所に家庭ごみを排出しようとする者又は営利を目的としな
い自治会等の団体のうち、集積所を適正に維持管理している団体 

対象事業 

①ごみ集積所の設置 

・ごみ集積所を新たに設置する事業 

・既存のごみ集積所にごみ収納庫を設置する事業 

・すでに設置してあるごみ集積所の建て替え等の再整備をする事業 

②ごみ集積所の改修 

・ごみ集積所の改修をする事業 

補助金額 

①ごみ集積所の設置 

・ごみ集積所１箇所の設置に要した費用×1/2（上限 100,000円） 

②ごみ集積所の改修 

・ごみ集積所１箇所の改修に要した費用×1/2（上限 50,000円） 

 

③ 鳥獣対策用ネット貸与事業 

本市が収集するごみ集積所において、カラスや猫等の鳥獣によるごみの散乱被害を防止し、

ごみ集積所周辺の衛生及び環境の保持を図ることを目的として、平成 24年度から自治会長又

はごみ集積所にごみを出す人の代表者に対して鳥獣対策用ネットを貸与しています。 

 

④ 廃棄物収集情報管理システム事業（ごみコールセンター事業） 

本市が行う廃棄物の収集処理及び関係する事務処理において、市民サービスの向上と事務

処理作業の迅速化・的確化・効率化及び経費の削減に努めることを目的に、平成 15年度から

電話受付を行う「ごみコールセンター」と地図情報システムを活用した「大津市廃棄物収集

情報管理システム」を構築しています。  
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４  ごみ排出量 

(1) ごみ総排出量 

ごみ総排出量（家庭系ごみ、事業系ごみ、集団回収量の合計）は、減少傾向で推移してい

ます。さらに、平成 25年９月に策定した「ごみ減量実施プラン」に基づく減量施策の実施に

より、平成 26 年度のごみ総排出量は 106,408t、市民１人１日当たりごみ排出量は 773.4g/

人・日となり、平成 25年度と比較して大幅に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-2 ごみ総排出量の推移 
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(2) 家庭系ごみ 

家庭から排出される「家庭系ごみ」（資源ごみ及び集団回収される物を除く）の排出量は、

ほぼ横ばいで推移しています。なお、「ごみ減量実施プラン」に基づく紙ごみ回収の開始やプ

ラスチック製容器包装の収集日拡大等減量施策の実施により、平成 26年度の家庭系ごみ排出

量は 61,699ｔとなり、平成 25年度と比較して約 5.5％減少しています。 

また、平成 26 年度の家庭系ごみの内訳をみると、燃やせるごみが 94.5％、次いで燃やせ

ないごみが 3.3％、大型ごみが 2.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-3 家庭系ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-4 家庭系ごみの内訳（平成 26年度） 

 



 30 

資源古紙
14.4%

その他紙、

紙おむつ
14.0%

繊維類
2.3%

厨芥類
45.1%

草木類
4.4%

プラ製容器
5.9%

可燃物
10.2%

不燃物
3.8%

３地区：可燃
厨芥類の

水分移動前

(3) 家庭系ごみ（燃やせるごみ）のごみ質 

家庭系の燃やせるごみの組成は、厨芥類が 45.1％で最も多く、次いで資源古紙が 14.4％、

その他紙､紙おむつが 14.0％、可燃物が 10.2％等となっています。燃やせないごみ（不燃物）

の混入は 3.8％でした。 

厨芥類が約半数を占めていることと、資源古紙とその他紙､紙おむつの比率が高いことが特

徴です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-5 家庭系可燃ごみのごみ質 
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(4) 事業系ごみ 

事業所から排出される「事業系ごみ」の排出量は、減少傾向で推移しています。なお、「ご

み減量実施プラン」に基づく産業廃棄物の徹底排除や処理費用の改定等減量施策の実施によ

り、平成 26年度の事業系ごみ排出量は 26,086ｔとなり、平成 25年度と比較して約 17.7％と

大幅に減少しています。 

また、平成 26 年度の事業系ごみの内訳をみると、可燃ごみが 94.9％、次いで燃やせない

ごみが 5.0％、大型ごみが 0.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-6 事業系ごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-7 事業系ごみの内訳（平成 26年度） 
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(5) 事業系ごみ（燃やせるごみ）のごみ質 

事業系の燃やせるごみの組成は、厨芥類が 37.4％で最も多く、次いでその他紙、紙おむつ

が 21.3％、プラ製容器が 19.5％、可燃物が 12.1％等となっています。燃やせないごみ（不

燃物）の混入は 2.1％でした。 

事業系ごみは、平成 26年度から開始した産業廃棄物の徹底排除により、家庭系ごみと比較

してプラ製容器が少なく、厨芥類が多くなる傾向にありますが、当該調査結果は、小規模事

業所のごみが多く含まれていたため、プラ製容器の比率が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-8 事業系可燃ごみのごみ質 
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焼却施設

73,468ｔ

５  ごみの処理・処分 

本市から排出された燃やせるごみは、収集後、北部クリーンセンター及び環境美化センタ

ーのごみ焼却施設で焼却処理しています。処理後の焼却残渣は、北部廃棄物最終処分場、大

田廃棄物最終処分場及び大阪湾フェニックス管理型処分場で埋立処分しています。 

燃やせないごみと大型ごみは、粗大ごみ施設で破砕・選別処理され、可燃残渣は焼却施設で

焼却処理、不燃残渣は処分場で埋立処分、資源物は北部クリーンセンター及び大津クリーン

センターで資源化されます。 

資源ごみは収集後、資源化施設で選別等を行い、品目ごとに資源物として売却又は引き渡

しています。その可燃残渣は焼却施設で焼却処理、不燃残渣は処分場で埋立処分しています。 

平成 26年度における本市の焼却処理量は 73,468tであり、ごみ処理の結果の最終処分量は

11,469t、資源化量は 6,927t（集団回収量、刈り草剪定枝を除く）でした。 

  

 ※平成 25年度から平成 27年度にかけて、燃やせるごみと可燃残渣の一部を市外搬出し、焼

却及び処分しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-9 ごみ処理フロー（平成 26年度） 
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(1) 焼却処理量 

焼却処理量は市外搬出分を含め減少傾向で推移しています。平成 26年度の焼却処理量は市

外搬出分を含めて 89,651tであり、平成 22年と比較して約 7.7％減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-10 焼却処理量の推移 

(2) 最終処分量 

最終処分量は増加傾向で推移していましたが、平成 25年度及び平成 26年度は市外搬出の

関係で処分量が少なくなっています。（市外搬出分の最終処分量を除く） 

平成 26年度の最終処分量は 11,366ｔであり、平成 22年と比較して 18.7％減少しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-11 最終処分量の推移 
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(3) 資源化量・資源化率 

資源化量、資源化率は平成 25年度までは減少傾向で推移していましたが、平成 26年度は

増加しています。これは、「ごみ減量実施プラン」に基づき平成 26年 1月から始めた紙ごみ

回収や同年 4月から始めたびんの色別収集により、直接資源化量が増加したもので、平成 26

年度の資源化量は 18,523t、資源化率は 17.4％と向上しています。 

なお、本市では資源化量のほぼ半分を集団資源回収が占めていますが、その量は減少傾向

にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-12 資源化量・資源化率の推移 
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(4) ごみ処理事業に要する経費 

ごみ処理事業経費は「建設改良費」、「処理及び維持管理費」、「その他」から成り、平成 26

年度のごみ処理事業経費は約 60億 5,100万円、市民１人当たりの経費は約 17,700円です。 

ごみ処理事業経費、市民１人当たりの処理費は、平成 20年度から平成 24年度は横ばい傾

向ですが、平成 25年度及び平成 26年度は処理施設の老朽化による保守整備費の増加とこれ

に伴う市外搬出の実施、さらに大田廃棄物最終処分場の第二期計画工事の影響もあり増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注１．ごみ処理事業経費：各年度の「歳出額」（組合分担金を除く） 
２．ごみ処理事業経費の内訳：建設改良費、処理及び維持管理費、その他 

出典：一般廃棄物処理実態調査（環境省） 

図 3-1-13 ごみ処理事業に要する経費の推移 
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６  ごみ処理施設の状況 

(1) ごみ処理施設の概要 

本市には、中間処理施設・再資源化施設として大津市北部クリーンセンター、大津市環境

美化センター、大津市大津クリーンセンターの３つがあります。 

また、最終処分場としては、大津市北部廃棄物最終処分場、大津市大田廃棄物最終処分場

の２つがあります。 

本市のごみ処理施設の概要を以下に示します。 

 

表 3-1-9 大津市北部クリーンセンターの概要 

項  目 具体的な内容 

所在地 大津市伊香立北在地町 272番地 

敷地面積 13,600㎡（施設用地） 

焼却施設 

完成 平成元年３月 

処理対象 燃やせるごみ、破砕残渣（可燃物） 

型式 全連続燃焼式ストーカ炉 

処理能力 
170ｔ/日（85ｔ/日×２基） 

※現在の能力は 100ｔ/日（50ｔ/日×２基） 

残渣処分先 

焼却残渣は、以下の最終処分場で埋立処分。 

・大津市北部廃棄物最終処分場増設１期 

・大阪湾広域臨海環境整備センター埋立処分場 

備考 
ダイオキシン対策は平成 13年３月に完了。 

伊香立老人憩の家「やまゆり荘」、伊香立環境交流館に温水供給。 

粗大ごみ 

処理施設 

完成 平成３年１月 

処理対象 かん、びん、大型ごみ、燃やせないごみ 

型式 
再資源化設備：機械選別、手選別併用式 

破砕設備：横型衝撃せん断式 

処理能力 45ｔ/５時間 

残渣処分先 処理後の不燃残渣は、大津市北部廃棄物最終処分場で埋立処分。 

ペットボトル
資源化施設 

完成 平成 10年３月完成（平成 15年１月増設） 

処理対象 ペットボトル 

型式 破袋、手選別、圧縮梱包装置 

処理能力 1.3ｔ/５時間 

残渣処分先 
処理後の可燃除去物は、大津市北部クリーンセンター焼却施設で焼却。
不燃除去物は、大津市北部廃棄物最終処分場で埋立処分。 

プラスチック
容器資源化施
設 

完成 平成 19年１月 

処理対象 プラスチック製容器包装 

型式 破袋、手選別、圧縮梱包装置 

処理能力 10ｔ/５時間 

残渣処分先 
処理後の可燃除去物は、大津市北部クリーンセンター焼却施設で焼却。
不燃除去物は、大津市北部廃棄物最終処分場で埋立処分。 
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表 3-1-10 大津市環境美化センターの概要 

項  目 具体的な内容 

所在地 大津市膳所上別保町 785-1 

敷地面積 10,500㎡（施設用地） 

焼却施設 

完成 昭和 63年３月 

処理対象 燃やせるごみ 

型式 全連続燃焼式流動床炉 

処理能力 
180ｔ/日（90ｔ/日×２基） 

※現在の能力は 112ｔ/日（56ｔ/日×２基） 

残渣処分先 焼却残渣は、大津市大田廃棄物最終処分場で埋立処分。 

備考 
ダイオキシン対策は平成 11年７月に完了。 

富士見温水プールに温水供給。 

 

表 3-1-11 大津市大津クリーンセンターの概要 

項  目 具体的な内容 

所在地 大津市大石中六丁目 5-1 

敷地面積 12,000㎡（施設用地） 

破砕設備 

完成 昭和 58年 11月 

処理対象 大型ごみ、燃やせないごみ 

型式 横軸高速回転式－機械選別 

処理能力 25ｔ/５時間 

残渣処分先 
処理後の可燃残渣は、大津市環境美化センター等にて焼却。不燃残渣
は、大津市大田廃棄物最終処分場で埋立処分。 

再資源化施設 

完成 昭和 61年３月完成 

処理対象 かん、びん、ペットボトル 

型式 機械選別、手選別併用式 

処理能力 

かん：９ｔ/５時間 

びん：12ｔ/５時間 

ペットボトル：2.5ｔ/５時間 

残渣処分先 処理後の不燃残渣は、大津市大田廃棄物最終処分場で埋立処分。 
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表 3-1-12 大津市北部廃棄物最終処分場［増設２期］の概要 

項  目 具体的な内容 

所在地 大津市小野地先 

最終処分場 

供用開始 平成 13年４月 

埋立面積 14,600㎡ 

埋立容積 171,000㎥ 

残余埋立容量 37,491㎥ （平成 27年 10月末現在） 

処分対象 燃やせないごみ、中間処理残渣 

埋立計画 廃棄物と覆土のサンドイッチ方式により埋立処分。 

 

表 3-1-13 大津市大田廃棄物最終処分場の概要 

項  目 具体的な内容 

所在地 大津市大石曽束町字大田 1092番地 

最終処分場 

供用開始 平成６年８月 

埋立面積 19,200㎡ 

埋立容積 225,600㎥ 

残余埋立容量 10,125㎥ （平成 27年 10月末現在） 

処分対象 燃やせないごみ、中間処理残渣 

埋立計画 廃棄物と覆土のサンドイッチ方式により埋立処分。 
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７  ごみ処理の評価 

(1) 現計画の目標との比較 

現計画（平成 23年３月策定）で設定された減量目標、資源化目標を以下に示します。なお、

下記のとおり、家庭系ごみ及び事業系ごみの１人１日当たり排出量は修正しています。 

 

表 3-1-14 現計画で設定された減量目標、資源化目標 

項    目 
平成 19年度 

（現状） 

平成 27年度 

（中間目標） 

平成 32年度 

（最終目標） 

減量 

目標 

家庭系 

ごみ 

１人１日当たり
排出量 

564.6 g/人･日 499.9 g/人･日 471.7 g/人･日 

事業系 

ごみ 

１人１日当たり
排出量 

322.6 g/人･日 253.8 g/人･日 237.7 g/人･日 

資源化 

目標 
資源化率 15.6 ％ 18.0 ％ 20.0％ 

 
 

１人１日当たり排出量の現計画目標の修正について 
 

平成 22年当時、持ち込みごみ（燃やせるごみ・燃やせないごみ・大型ごみ）を全て事業系ご

みとして計上していたことから、家庭系ごみの原単位が実際よりも少なくなっていました。 

平成 25年度の「ごみ減量実施プラン」策定にあたり、実質的な可燃ごみ量を計算するため、

持ち込みごみを家庭系・事業系に分けて計算。これまで事業系とされていた持ち込みごみの

7.48％が家庭系ごみに移行することとなりました。  ※以降、ごみ量は分けて集計しています。 
 

＜持ち込みごみの状況（平成 25年度）＞ 

 家庭系 事業系 計  

燃やせるごみ 379ｔ 30,261ｔ 30,640ｔ  

燃やせないごみ 182ｔ 838ｔ 1,020ｔ  

大型ごみ 2,001ｔ 609ｔ 2,610ｔ  

合 計 2,562ｔ 31,708ｔ 34,270ｔ 2,562/34,270＝7.48％ 

 

持ち込みごみのうち、家庭系ごみとして計上すべき 2,562ｔを１人１日当たり排出量に換算す

ると、2,562t×1,000×1,000／365日／342,343人＝20.5gとなるため、この量を現計画目標の家

庭系ごみ１人１日当たり排出量に加え、事業系ごみ１人１日当たり排出量から除きます。 
 

＜１人１日当たり排出量の修正＞ 

項    目 
平成 27年度 

（中間目標） 

平成 32年度 

（最終目標） 

減量 

目標 

家庭系 

ごみ 
479.4 g/人･日 ⇒ 499.9 g/人･日 451.2 g/人･日 ⇒ 471.7 g/人･日 

事業系 

ごみ 
274.3 g/人･日 ⇒ 253.8 g/人･日 258.2 g/人･日 ⇒ 237.7 g/人･日 
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直近年度である平成 25、26 年度のごみ処理の実績値と現計画の中間目標年度である平成

27年度の目標値を比較した結果を以下に示します。 

これによると、家庭系ごみ及び事業系ごみは、順調にごみ減量が進んで目標値を達成して

いますが、資源化目標は目標値を達成しておらず、資源化が計画通りに進んでいないことが

伺われました。 

 

表 3-1-15 現計画の目標値との比較・評価結果 

項 目 
平成 25年度 

（実績値） 
評価 

平成 26年度 

（実績値） 
評価 

平成 27年度 

（中間目標） 

家庭系ごみ 522.4 g/人･日 未達成 494.2 g/人･日 達成 499.9 g/人･日 

事業系ごみ 253.8 g/人･日 達成 209.0 g/人･日 達成 253.8 g/人･日 

資源化率 14.3 ％ 未達成 17.4 ％ 未達成 18.0 ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-14 現計画のごみ減量及び資源化の目標値との比較 
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(2) 国・県の目標との比較 

平成 25年度のごみ処理の実績値について、国・県の目標と比較して評価を行いました。 

・国の目標：廃棄物処理法に基づく基本方針（平成 22年 12月）での目標 

・県の目標：第三次滋賀県廃棄物処理基本計画（平成 23年８月）での目標 

評価項目としては、以下の指標を用いました。 

   ①ごみ総排出量（資源ごみ及び集団回収される物を含む 家庭系ごみ＋事業系ごみ） 

   ②資源化率（資源化量÷ごみ総排出量×100） 

   ③最終処分量 

   ④１人１日当たりごみ排出量（ごみ総排出量÷人口÷年間日数） 

   ⑤１人１日当たり最終処分量（最終処分量÷人口÷年間日数） 

比較・評価結果によると、人口減少等の社会的背景に伴い、ごみ総排出量・１人１日当た

りのごみ排出量の減量は進んでいます。 

ごみの処理・処分に係る項目については、本市の資源化率は国の目標と比較して低い水準

にあるため、より効果的・効率的なごみの処理・処分のあり方について検討が必要と考えら

れます。 

 

表 3-1-16 国の目標との比較・評価結果 

項  目 国の目標 評価 比較・評価結果 

①ごみ総排出量 
平成19年度から27年度までの８
年間で約５％削減。 

達成 
平成 19 年度から 26 年度までの 7
年間で約 18.0％削減。 

②資源化率 平成 27年度に約 25％。 未達成 平成 26年度に 17.4％ 

③最終処分量 
平成19年度から27年度までの８
年間で約 22％削減。 

達成 
平成 19 年度から 26 年度までの 7
年間で約 36.1％削減。 

 

表 3-1-17 県の目標との比較・評価結果 

項  目 県の目標 評価 比較・評価結果 

①１人１日当たり
のごみ排出量 

910ｇ/人･日（平成 27年度） 達成 
852ｇ/人･日（平成 26年度） 
県の目標を大きく下回っていま
す。 

②１人１日当たり
の最終処分量 

95ｇ/人･日（平成 27年度） 達成 91ｇ/人･日（平成 26年度） 
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(3) 廃棄物処理システムによる比較 

① 前提条件 

平成 25年６月に改定された「ごみ処理基本計画策定指針」において、市町村は、分別収集

区分や処理方法といった一般廃棄物処理システムについて、環境負荷面、経済面等から客観

的な評価を行い、住民や事業者に対して明確に説明するよう努めることとされています。本

指針に基づき、本市の一般廃棄物処理システムについて、類似都市と比較分析を行い、現状

評価及び目指すべき方向性について検討を実施します。なお、システム分析にあたっては、

（財）日本環境衛生センター作成の「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール」（以下、

「支援ツール」という。）を用いて実施し、類似都市としては本市を含む中核市 41市を選定

しました。 

 

② システム分析に基づく類似都市との比較結果（平成 24年度実績） 

支援ツールを用いて実施したシステム分析結果を図 3-1-15に示します。なお、支援ツール

で比較できるデータは平成 24年度実績が最新となっているため、本市における大幅なごみ減

量施策を実施する前の評価となります。また、41市のデータが揃わない「廃棄物からのエネ

ルギー回収率」、「住民満足度」については評価項目から除外しています。 

 

(1)人口１人１日あたりごみ総排出量 

人口１人１日あたりごみ総排出量については、類似都市の平均 1,018g/人･日に対し本市

は 930g/人･日と少なく、減量化施策については一定の効果が現れていると考えられます。 

 

(2)廃棄物からの資源回収率（RDF・セメント原料化等除く）＝資源化率 

廃棄物からの資源回収率については、類似都市の平均 17.9％に対し本市は 14.4％と低く

なっています。 

 

(3)廃棄物のうち最終処分される割合 

廃棄物のうち最終処分される割合については、類似都市の平均 0.106ｔ/ｔに対し本市は

0.134ｔ/ｔとやや高くなっています。 

 

(4)人口１人あたり年間処理経費 

人口１人あたり年間処理経費については、類似都市の平均 9,894円/人･年に対し本市は

9,198円/人･年と少なくなっています。 

 

(5)最終処分減量に要する費用 

最終処分工程に至るまでに、収集運搬や中間処理などに要した経費は、類似都市の平均

28,438円/ｔに対し本市は 28,501円/ｔとやや多くなっています。 
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図 3-1-15 システム分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

注）評価は平成 24年度のデータを用いて実施。 
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単位：％

小　計 過剰除去 直接廃棄
3.7 2.7 2.0 0.7 1.0

単身世帯 4.1 2.7 1.9 0.8 1.4
２人世帯 4.0 3.0 2.5 0.6 1.0
３人以上世帯 3.4 2.4 1.7 0.7 1.0
65歳以上世帯 4.9 3.5 2.9 0.6 1.4

世帯計

食　品　ロ　ス　率

計
廃　棄

食べ残し

８  ごみ処理の課題 

(1) 発生抑制に関する課題 

❖課題１ ごみの減量 

本市は同規模の自治体と比較して１人１日当たりのごみ排出量が低い水準にあるため、こ

れ以上のごみの減量は困難とも考えられますが、ごみの減量は経費の削減や環境負荷の低減

などにつながることから、今後も市全体でのごみ排出量の減量を推進します。 

  ごみ減量には発生抑制が最も重要であり、家庭においては、買い物抑制やリユース品の使

用、物を大事に長く使い続けるなどの行動が求められます。また、ごみの重量比で最も大き

な成分は「生ごみ」であり、皮や芯の過剰除去、賞味期限切れや調理されずに棄てる食材、

食べ残しなどの食品ロスが大きな要因と考えられます。世帯人員の減少や 1人世帯の増加な

らびに高齢者の増加は、これら食品ロスが増加するものと考えられます（参照：農林水産省

の食品ロス統計調査）。 

なお、事業所においては、事業活動における廃棄物を限りなく減少させる取り組みが求め

られますが、各種リサイクル法で義務づけられていない廃棄物については事業所の協力が必

要となります。今後、さらなる発生抑制を図るには、家庭や事業所の前向きな行動につなが

る情報提供や広報啓発を強化する必要があります。 

 

表 3-1-18 平成 26年度世帯一人 1日当たり食品ロス率 

 

 

 

 

 

 

 

 

❖課題２ 資源化 

本市において、資源化率は近年増加傾向で推移していますが、国の目標値や同規模の自治

体と比較すると低い水準にあります。これは、コスト面やエネルギー効率の観点から焼却灰

の溶融スラグ化等の処理を行っていないこと、市内及び周辺に資源化を取り扱う民間事業者

がほとんどないことなどが一因と考えられます。また、食品スーパーが多く点在しており、

家庭から排出される資源物の多くは店頭回収され、市の処理量に反映されず、資源化率に換

算されてないのが現状です。 

これらのことから、資源化率の大小をもって施策の方針や成果を論じるのではなく、本市

の実状に見合ったごみの発生抑制につながる資源化の推進を検討する必要があります。 
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(2) ごみの排出に関する課題 

❖課題３ ごみ集積所の適正管理 

ごみ集積所への不適正なごみ出し（未分別でのごみ出し、指定された出し方を守らないご

み出しなど）を防止するため、ごみ出しマナー・ルールの遵守徹底に向けた啓発の強化が必

要です。 

また、ごみ集積所の使用と自治会加入が関係づけられたり、資源物の持ち去り事案が増加

したりと、ごみ集積所が新たな地域課題となっています。ごみ集積所の適正管理については、

地域住民の理解と協力を求めるとともに、管理に要する用具の貸し出しや購入補助など地域

住民の主体的な行動を支援する取り組みが必要です。 

 

❖課題４ 事業系ごみの適正排出の徹底 

事業系ごみについては、焼却施設からの産業廃棄物の徹底排除を掲げ、平成 26年度から一

般廃棄物管理票（マニフェスト）制度や焼却施設での現場確認等を導入していますが、廃プ

ラスチックをはじめとする産業廃棄物の混入が未だに見受けられるのが現状です。また、大

型ごみの搬入において、家庭系を偽って建築廃材等の産業廃棄物を持ち込もうとする事業者

も存在します。 

事業系ごみの適正排出については、収集運搬業者はもとより、排出事業者への周知啓発及

び指導など実効的な働きかけが必要です。 

 

❖課題５ 不法投棄の防止 

本市では、細長い地形条件や市街化の発展により、特に都市近郊林地の道路上での不法投

棄が多発し易く、通行の支障や環境にも影響を及ぼしています。 

このため、職員や地域監視員、外部委託業者による監視パトロールのほか、啓発看板やウ

ェブカメラによる監視を図っています。ただし、現状では不法投棄の発見に併せた撤去の対

処を進めているのが実情であるため、更なる対策の強化について検討する必要があります。 
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(3) 収集・運搬に関する課題 

❖課題 6 安全なごみ収集の継続 

本市では、ごみ集積所を歩道上や道路脇に指定している場所が多いため、ごみ収集作業の

際には、効率的なルートを設定し、安全な運行を行う必要があります。 

また、収集作業中の引火・爆発等の事故や作業員のけがを防ぎ、安全なごみ収集を継続す

るため、ガスボンベやスプレー缶、使い捨てライターの分別区分の徹底、蛍光管、乾電池、

刃物、割れガラスなどの適正排出について、市民への意識啓発・指導等を継続して行う必要

があります。 

 

❖課題 7 高齢者・障害者に対する収集・運搬 

近年、高齢者や障害者のみの世帯において、ごみの分別や集積所への排出が困難になって

いる世帯が増えています。本市では、一般世帯における高齢単身者世帯や高齢夫婦世帯の割

合が増加傾向にあることから、今後増加すると見込まれる排出困難世帯に対応したごみ収

集・運搬体制を検討する必要があります。 
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(4) 処理・処分に関する課題 

❖課題 8 ごみ処理経費の削減 

本市では、将来的な人口の減少以上に、高齢化・少子化に伴う 15～64歳の「生産年齢人口」

の減少が大きいことが予測されています。 

生産年齢人口の減少は、市の税収減少につながることから、今後もこれまで以上に一層効

率的なごみ処理事業を推進することにより、ごみ処理経費の節減に努める必要があります。 

このため、処理経費削減に向けたごみ発生・排出抑制の一層の推進に努めるとともに、人

口減少とそれに伴うごみ量の減少を前提とした上で、これまで以上に合理的・経済的なごみ

処理のあり方について検討する必要があります。 

 

❖課題 9 処理施設の整備・処分場の延命化 

現在本市では、中間処理施設の建替えを計画しており、その規模に関してはごみ量と、そ

の機能に関してはごみの分別区分や排出方法と相関関係にあります。今後の人口減少と高齢

化を鑑み、ごみ処理経費の削減とともに市民が分かりやすく負担の少ない分別区分や排出方

法を施設整備の面からも検討する必要があります。 

また、市内の最終処分場については、処理容量が限られていることから、現施設の延命化

が重要となります。埋立処理量を減少させるため、現在埋立処理を行っている不燃残渣等を

分析し、中間処理又は発生段階での別処理を検討する必要があります。 
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第２節 ごみ処理量の予測 

 

１  ごみ処理量の予測方法 

一般的には、過年度の１人１日当たりごみ排出量（以下、「原単位」という。）の推移状況

に近似式を当てはめ、その延長線上に将来の原単位を設定し、この将来の原単位に将来人口

を乗じて将来のごみ排出量を推計するものですが、本市の場合は、平成 26年 1月から各種減

量施策を行ったことにより、それ以前の取り組みと大きな断絶が生じたため、過年度の推移

状況より将来の値を設定することが困難です。 

このため、施策実施後の平成 26年度実績値を基準とし、これに将来人口の増減率を乗じる

ことで将来のごみ排出量を推計します。 

予測に用いる将来人口の推計は、将来のまちの姿と人口目標を示す「大津市人口ビジョン」

（平成 27年 10月策定）の将来展望人口を使用するものです。 

なお、人口ビジョンの将来展望人口は、平成 27年度を基準に５年毎の４月１日現在の人口

が示されているため、単年度の人口についてはこれをもとに算出するとともに、ごみ処理量

の実績及び予測に使用する年度末の人口は翌年度の将来展望人口を採用しています。 

 

表 3-2-1 将来人口の設定 

単位：人  

項 目 
平成  年度 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 

実績値 337,281 338,751 340,339 341,489 342,343 342,031       

人口ﾋﾞｼﾞｮﾝの
将来展望人口 

 337,634 338,513 339,393 340,272 341,152 342,031 341,726 341,421 341,116 340,811 340,506 

採用人口 337,281 338,751 340,339 341,489 342,343 342,031 341,726 341,421 341,116 340,811 340,506 339,755 

 

図 3-2-1 将来人口の推移 
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２  ごみ排出量の予測結果 

(1) ごみ総排出量 

ごみ総排出量（家庭系ごみ、事業系ごみ、集団回収量の合計）は微減傾向で推移し、平成

29年度は 106,124t（平成 26年度から 0.27％減少）、平成 32年度は 105,700t（同 0.67％減

少）と予測されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-2 ごみ総排出量の予測結果（現状推移時） 

 

(2) 家庭系ごみ 

家庭系ごみ（資源ごみ及び集団回収される物を除く）の排出量は微減傾向で推移し、平成

29年度は 61,534t（平成 26年度から 0.27％減少）、平成 32年度は 61,289t（同 0.66％減少）

と予測されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 3-2-3 家庭系ごみ排出量の予測結果（現状推移時） 
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(3) 事業系ごみ 

事業系ごみ（資源ごみを除く）の排出量は微減傾向で推移し、平成 29年度は 26,016t（平

成 26年度から 0.27％減少）、平成 32年度は 25,912t（同 0.67％減少）と予測されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-4 事業系ごみ排出量の予測結果（現状推移時） 
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３  ごみの処理・処分量の予測結果 

(1) 焼却処理量 

焼却処理量は微減傾向で推移し、平成 29年度は 89,411t（平成 26年度から 0.27％減少）、

平成 32年度は 89,054t（同 0.67％減少）と予測されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-5 焼却処理量の予測結果（現状推移時） 

(2) 最終処分量 

最終処分量は微減傾向で推移し、平成 29年度は 11,336ｔ（平成 26年度から 0.26％減少）、

平成 32年度は 11,291ｔ（同 0.66％減少）と予測されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-6 最終処分量の予測結果（現状推移時） 
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(3) 資源化量 

資源化量は微減傾向で推移し、平成 29年度は 18,474t（平成 26年度から 0.26％減少）、平

成 32年度は 18,400t（同 0.66％減少）と予測されました。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-7 資源化量の予測結果（現状推移時） 
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第３節 ごみ処理基本計画 

 

１  基本理念と基本方針 

(1) 基本理念 

これまでの大量生産・大量消費の社会から循環型社会への転換を図ることを目的として、

国では平成 12年６月に循環型社会形成推進基本法を施行しました。この法律は、形成すべき

循環型社会の姿を明確に示し、国、地方公共団体、事業者、国民の果たすべき責務を明らか

にしています。 

将来に良好な環境を残すために、市民、事業者、行政のそれぞれが、役割をしっかりと自

覚し、資源循環の大切さを深く認識するとともに、更に環境への負荷低減をも考える中で、

心あるごみ減量とリサイクル行動を実践していかなければなりません。 

本市では、キーワード「ＨＥＡＲＴ」に込めた理念のもと、一人ひとりがごみ処理に関し

て、ごみマナー厳守をはじめとする“心ある行動”を徹底し、資源循環型社会をめざし、常

に環境への負荷低減を考える心を持って行動していくこととしています。また、市民会議で

ある「ごみ減量と資源再利用推進会議」をはじめ、地縁団体やＮＰＯ・ボランティア団体、

事業者・行政など全ての者の協働によって構築していくことを基本理念としています。 

平成 23年３月に策定した現計画では、ごみ処理に関する各種の施策を推進し、ごみの減量

化・資源化に努めてきました。また、平成 25年 9月には関連計画として「ごみ減量実施プラ

ン」を策定し、これに基づいた施策の展開により大幅なごみ減量と資源化を実現しました。 

しかしながら、平成 27年度からは本市で初めて人口減少が始まり、今後は高齢化世帯の急

速な増加や税収減などを踏まえたごみの合理的かつ適正な処理が求められます。 

このため、本計画の基本理念・基本方針などの内容は、現計画を変えることなく、継続・

踏襲することを基本として、今後の状況に応じた適正な施策・事業を推進・展開していくこ

とを目指します。 
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(2) 基本方針 

基本理念に基づき、本市における３つの基本方針を定め、総合的に施策を推進していくこ

ととします。 

 

基本方針１．ごみに対して徹底した“心ある行動”を実践していく【発生段階での対策】 

 

循環型社会を構築するには３Ｒ※を推進する必要があります。その中でもＲｅｄｕｃｅ（ご

みを出さない）が最も重要であることから、ごみの発生抑制策について率先して取り組むと

ともに、市民、事業者、行政の三者がそれぞれの立場において“心ある行動”の実践を目指

します。 

 

基本方針２．更に充実した資源循環の仕組みの構築【排出段階での対策】 

 

徹底した発生抑制策を講じた後に発生する不要物については、ごみではなく徹底して資源

として有効活用されるよう、リサイクルシステムの充実を図り、環境への負荷を最小限に抑

制します。 

 

基本方針３．資源循環・低環境負荷型ごみ処理の実践【収集運搬・処理処分での対策】 

 

３Ｒに基づく発生抑制、再利用、再資源化を行った上で、なお排出されるごみについては、

資源循環・低環境負荷を踏まえた適正な収集運搬・処理処分を実施します。また、不法投棄

や野外焼却などの不適正処理についても、必要な対策を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                        

※３Ｒ（スリーアール、さんあーる） 

  廃棄物をできるだけ出さない社会をつくるための基本的な考え方。Ｒｅｄｕｃｅ（リデュー

ス：廃棄物の発生を抑制する）、Ｒｅｕｓｅ（リユース：再使用する）、Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイ

クル：再生使用する）の頭文字を取った略称。 
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２  数値目標 

(1) ごみ減量に係る目標 

本計画でのごみ減量に係る目標は、家庭系ごみ・事業系ごみの合計から資源ごみ及び集団

回収される物を除いた「ごみ排出量」を対象とし、ごみ減量を推進するものとします。 

現状（平成 26年度実績）が推移した場合、ごみ排出量は微減傾向で推移すると予測されま

したが、本計画に基づく各種の施策を実施することにより、大幅な減量を達成した現状から

リバウンドさせることなく減量させることを目指します。 

なお、「ごみ排出量」の算定は、現状の「家庭系ごみ原単位（１人１日当たりごみ排出量）」

及び「事業系ごみ原単位（１人１日当たりごみ排出量）」に対して施策による減量効果を加え、

これを現状より低い水準とし、目標年度の将来人口を乗じるものとします。 

 

表 3-3-1 ごみ減量に係る目標 

項   目 目標年度 数  値  目  標 

ごみ排出量 平成 32年度 
現状（平成 26年度実績） 

87,785ｔ から 85,067ｔへ 

家庭系ごみ 

原単位 
平成 32年度 

現状（平成 26年度実績） 

494.2g/人･日 から 482.9g/人･日へ 

事業系ごみ 

原単位 
平成 32年度 

現状（平成 26年度実績） 

209.0g/人･日 から 203.1g/人･日へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原単位（g/人･日）＝ごみ排出量（ｔ/年）÷人口（人）÷365×1,000×1,000 

 

図 3-3-1 現状推移時と目標達成時のごみ排出量 
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(2) 処理・処分に係る目標 

本計画での処理・処分に係る目標は、「資源化率」及び「最終処分量」を対象とし、今後も

適正な処理・処分を推進するものとします。 

現状（平成 26 年度実績）が推移した場合、資源化率は 17.4％で推移すると予測されまし

たが、本計画に基づく各種の施策を実施することにより、現状推移時より増加させることを

目指します。 

最終処分量は、微減傾向で推移すると予測されましたが、本計画に基づく各種の施策を実

施することにより、現状推移時より減少させることを目指します。 

 

表 3-3-2 処理・処分に係る目標 

項   目 目標年度 数  値  目  標 

資源化率 平成 32年度 20％以上とする 

最終処分量 平成 32年度 
現状(平成 26年度実績) 

11,366ｔ から 11,015ｔへ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-3 現状推移時と目標達成時の資源化率、最終処分量 

図 3-3-2 現状推移時と目標達成時のごみ排出量（原単位） 
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３  施策体系 

本市では、以下に示す体系に基づく各種の施策を行うことにより、ごみの減量化・資源化

を推進し、地域における循環型社会の形成を目指します。 

 

  【基本理念】        【基本方針】          【行動計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-3 施策体系図 

大津ＨＥＡＲＴ 
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(2)適正な自家処理の推進 

(3)“心ある行動”への動機 
  付け・評価 

更に充実した資源循環の
仕組みの構築 

【排出段階での対策】 

(1)資源回収の推進 

(2)制度による規制 

(3)適正排出の徹底 

(4)衛生的で安全な排出の 

 徹底 
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【収集運搬・処理処分 
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(1)収集運搬方法の検討 

(2)適正収集の促進 

(3)資源化の推進 

(4)適正な中間処理・最終 
 処分 
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４  行動計画に基づく具体的な施策 

※既に実施又は検討中の施策は、現計画の記載の有無にかかわらず「継続」「拡充」としています。 

ごみに対して徹底した“心ある行動”を実践していく 【発生段階での対策】 

(1) 不用品発生の削減 

家庭生活においては、環境にやさしいもの、長く使えるものや詰め替え商品などを選び、必

要以上のものを買わないように心がけます。買い物に際してはマイバッグを持参してレジ袋や

過剰包装を断り、ものは使い捨てにせず修理して長く使います。食事に際しては料理の作りす

ぎをしない、食事に際して食べ残しをしないようにします。不用品を「必要なもの」に再利用

する場としてリサイクルセンターやリサイクルショップ、フリーマーケット、ネットオークシ

ョンなどを有効活用します。このように、ごみを出さないことに配慮した行動を実践するよう、

市民一人ひとりの意識向上を図ります。 

事業活動を行う上では、徹底したごみの発生抑制を実施するよう、市内事業所に対して指導

又は協力を求めていきます。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 各種持参運動の推進（継続） 

レジ袋の更なる削減に向けて、市民に対してマイバッグの持参を継続して呼びかけるほか、

ごみとなる使い捨ての割り箸、紙コップなどを使わない意識を育てるため、下記の各種持参

運動を推進します。これにより、マイはしやマイカップなどの持参物の使用を推奨する意識

の醸成を事業所に働きかけます。 

・マイバッグ持参運動・・・・・・・・・・（レジ袋の削減） 

・マイはし推進運動・・・・・・・・・・・（割り箸の削減） 

・マイカップ・ボトル推進運動・・・・・・（紙コップ、ワンウェイ容器の削減） 

 

② 過剰包装お断り運動の推進（拡充） 

不必要な過剰包装を断るほか、個包装の商品の購入を控えるなど、包装の簡素化を推進する

ことで、市民及び事業者の減量化意識を育みます。 

また、分別が困難な容器包装が販売されるようになっていることから、購入に際しての注意

や配慮を呼びかけます。 

 

③ 容器包装の削減推進（継続） 

本市では事業者、団体、行政で構成される「買い物ごみ減量推進フォーラムしが」に参画し、

レジ袋をはじめとした容器包装削減の取り組みを進めています。中でも「レジ袋削減の取組

に関する協定」（大津市は１次である平成 25年 2月 15日に締結）に基づき始まったレジ袋無

料配布中止については、今後さらに多くの店舗で広がるよう、事業者及び市民の意識啓発を

図ります。 
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④ フードロス削減運動の推進（継続） 

他都市での報告によると、家庭から出る生ごみの 10％は賞味・消費期限切れなどによる未

利用食品の廃棄であり、その量は一人当たり年間約 15kgとも言われています。生ごみの減量

に向けて、未利用食品を出さないよう計画的に買い物する、安いからといって買いすぎない、

料理は適量を作る、皮や芯を過剰に取り除かない、食べ残しをしないなどの意識を啓発する

運動を「フードロス削減運動」として、市民への情報提供や呼びかけを推進します。 

 

⑤ リユースの推進（拡充） 

本計画に基づき設置されたリユースセンター（現リサイクルセンター木戸）において、リユ

ース品の譲り受け・譲り渡しができるコーナーを常設していますが、この取り組みを市内に

広げ、支所などを活用したコーナーの出前を実施します。また、リユース品の抽選会を行う

イベントを開催するなど、リユース意識の浸透を図ります。 

 

 

事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 事業所における適正処理の推進（継続） 

事業所に「事業系廃棄物の適正処理の手引」を配布し、事業活動におけるごみの減量及び資

源化を進めるよう啓発します。特に産業廃棄物の徹底排除や紙類・厨芥類などの資源化に取

り組むよう誘導するほか、必要に応じて事業所への訪問指導を実施します。 

 

② 事業用大規模建築物の所有者等に対する減量計画の徹底（拡充） 

事業系ごみを多量に発生させることが見込まれる事業者に発生抑制、資源化、適正な処理に

ついての指導及び助言を行うため、１棟で 1,000 ㎡以上の建築物の所有者又は管理者に対し

て「事業系廃棄物管理責任者」の選任と「事業系廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関す

る計画書」の提出を毎年求めます。計画書については、年度毎の比較や同規模又は同業種の

事業所との比較を行い、必要に応じて訪問指導等を実施します。 

 

③ フードロス削減協力店舗登録制度（新規） 

外食店での食べ残しによる食品ロス（フードロス）を削減するため、「小盛りメニュー等の

導入」、「持ち帰り希望者への対応」、「食べ残しを減らすための呼びかけの実践」、「ポスター

等の掲示による、食べ残し削減に向けた啓発活動の実施」といったことに取り組む店舗を登

録し、紹介する制度の展開を検討します。これにより、主に外食産業から排出される事業系

生ごみの削減を目指します。 
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(2) 適正な自家処理の推進 

家庭において、生ごみの水切りや堆肥化は身近にできる有効な発生抑制策であり、昔から生

活の知恵として行われてきたものでもあります。特に堆肥化は農業に携わる人にかかわらず、

家庭菜園やプランター栽培、花壇などを活用する土壌があることから、機器の購入補助により

支援するなどして生ごみを自家処理する意識を啓発します。 

事業活動にあたっては、食品リサイクル法の制定により、食品関連事業者がリサイクルに取

り組むことが義務づけられましたが、法対象以外の事業者以外に対しても積極的に食品リサイ

クルへ取り組む又は業務用生ごみ処理機を導入するなどして、生ごみを焼却施設へ搬入しない

よう協力を求めます。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 水切り運動の推進（拡充） 

生ごみの約 60％は水分です。水切り袋に入った生ごみをそのまま出すのではなく「もう一

絞り」する、濡れた生ごみは乾かしてから捨てる、調理の際には最初から濡らさないように

する、など家庭生活の中でできる水切りの工夫を広報するとともに、店頭での周知啓発や水

切り器具の紹介、アンケートの実施などを通じて広く意識の浸透を図ります。また、生ごみ

の水切りは焼却ごみ質の改善やダイオキシン類の発生防止にもつながるため、これを含めた

周知についても検討します。 

 

② 生ごみ処理機等活用事業補助金制度の継続（継続） 

電気式の生ごみ処理機又はコンポスト容器の購入に際し、その費用の一部を補助する現行補

助制度の継続を基本とし、家庭における生ごみの資源化を促進します。なお、その展開にあ

たっては、以前に購入補助を受けた人に対して買い替えでの補助活用を推奨する、インター

ネットによる購入に際しての補助活用を広報する、販売に対する購入補助金の存在をＰＲす

るポスターやＰＯＰを店頭に掲示するなどして、ごみ減量の意識のみならず、商品購買意欲

の面からも働きかけていきます。 

 

③ コンポスト化の推進（継続） 

燃やせるごみの身近な減量化方策として、家庭におけるコンポスト化を推進します。生ごみ

処理機等活用事業においてコンポスト容器が２台まで補助を受けられることに加え、２台で

の活用方法を広報するとともに、コンポスト教室の開催などによりその普及に努め、段ボー

ルコンポストなどを参考とした処理の方式や堆肥の有効活用についてホームページや広報等

を通じて、情報提供を行っていきます。 

 

④ 家庭系生ごみ堆肥化事業（継続） 

「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」に基づき実施さ

れている家庭系生ごみ堆肥化事業については、平成 29 年度で支援期間が終了することから、

これ以降の事業方法について検討します。 
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事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 生ごみ減量化の推進（新規） 

事業所に「事業系廃棄物の適正処理の手引」を配布し、事業活動に伴い生じる加工残渣、売

れ残り商品、調理くず、食べ残し商品などの発生抑制や業務用生ごみ処理機の導入による食

品廃棄物の自家処理又は食品リサイクルによる再生利用の協力を求めます。なお、学校給食

調理場や市民病院などの公共施設にあっては、民間事業者に先がけてその実施を検討してい

きます。 

 

② 食品リサイクルの推進（新規） 

食品リサイクル法に定める食品関連事業者に該当しない事業所であっても、生ごみの多量排

出が見込まれる事業所に対しては、登録再生利用事業者や関連する収集運搬業者を紹介する

などして食品廃棄物の再生利用の協力を求めていきます。なお、国においては、食品関連事

業者の対象拡大や義務づけている再生利用率の引き上げを含めた食品リサイクル法の見直し

を議論していることから、これを注視するとともに新たな方針が出された際にはあらためて

事業所への広報・周知を行います。 
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(3) “心ある行動”への動機付け・評価 

ごみに対して徹底した“心ある行動”を実践するためには、その心を育む必要がありますが、

様々な広報媒体などを通じて啓発されるよりも、自らの行動が結果的に資源循環や環境への負

荷低減に寄与している場合も多くあります。これらの行動は、その影響や成果を知り得ること

や他者からの評価を受けることで自信ややりがいとなり、行動の継続や拡大につながります。 

市民や事業者の“心ある行動”のさらなる実践を後押しするため、動機付けにつながる施策

や行動を評価する仕組みをつくります。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 散在性ごみ削減への取り組み（継続） 

滋賀県ごみの散乱防止に関する条例に定める「環境美化の日」（5月 30日、7月 1日、12月

1日）を基準日として、散在性ごみ削減に関する市民運動を展開します。5月には平野学区か

ら晴嵐学区の湖畔や河川の散在性ごみを拾う「ごみゼロ大作戦」が、12 月には市内全学区で

清掃活動や啓発活動を行う「ノーポイ運動」が実施されます。本市では市民が主体的に取り

組むこれらの運動を物資支援するほか、市内北部の水泳場や駅周辺のパトロールを通年実施

し、散在性ごみの削減を図ります。 

 

② ごみ減量と資源再利用推進賞（継続） 

ごみ減量及び資源再利用など３Ｒ推進に関する活動又は環境美化活動を行う個人や団体を

表彰することにより、市民のごみに対する意識向上を図り、環境にやさしい快適なまちづく

りの実現に寄与することを目的に、「ごみ減量と資源再利用推進会議」が平成 27 年度から表

彰制度を創設されました。本表彰は、受賞者の励みとやりがいにつながり、その後の活動の

広がりも期待できることから、本市は会議の事務局団体としてこれを継続実施していきます。 

 

③ グリーン購入の推進（継続） 

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、

環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することです。特にごみの観点からは、

原材料がリサイクルされているものを選ぶ、使う時に長く大切に使えるものを選ぶ、使い終

えたらごみが少なくなるものを選ぶ、過剰包装商品を選ばない、などの行動を推奨すること

により、環境への負荷低減をめざした心を育みます。 

 

④ 環境教育の推進（継続） 

ごみの減量化・資源化を推進するため、市民一人ひとりのレベルでのライフスタイルの見直

しに向けた環境教育の推進に努めます。幅広い年齢層に対する環境学習の機会としては、出

前講座の実施や自治会等団体へのパネル貸し出しや資料提供を行います。また、子供に対し

ては、社会科副読本「くらしとごみ」を配布し、小学４年生の教育カリキュラムでごみに対

する正しい知識と行動を習得してもらうほか、絵画や標語のコンクールを通じて３Ｒや環境

美化に対する意識の向上を図ります。 
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事業系ごみに対する具体的施策 

 

① ごみ減量と資源再利用推進賞（継続） ※家庭系の施策と同内容 

「ごみ減量と資源再利用推進会議」が平成 27 年度から創設された表彰制度であり、表彰対

象は事業活動を行う者も含まれます。本表彰は、受賞事業者の励みとやりがいにつながり、

その後のさらなる活動の広がりも期待できることから、本市は同会議の事務局団体としてこ

れを継続実施していきます。 

 

② 優良排出事業者認定制度（継続） 

事業系廃棄物の減量、資源化及び適正処理に関する計画書等に基づき、ごみ減量や資源化に

ついて積極的に取り組んでいる事業者を認定する制度の導入について検討します。認定に際

しては発生抑制、分別の徹底、資源化の推進など、排出に至るまでの過程における工夫をポ

イント化するなどして事業者が取り組んでいる内容を明示化し、その実践を広報することで、

市内事業者の取り組みの底上げを図ります。 
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更に充実した資源循環の仕組みの構築 【排出段階での対策】 

(1) 資源回収の推進 

本市において、資源化率は近年増加傾向で推移していますが、国の目標値や同規模の自治体

と比較すると低い水準にあります。しかし、ごみ量は同規模自治体よりも低い水準です。これ

は、本市の細長い地勢上、駐車場が整備された食品スーパー等が多く点在しており、家庭から

排出される資源物の多くは店頭回収され、市の処理量に反映されないことが原因と考えられま

す。近年では容器包装にとどまらず、古紙の店頭回収も広がりを見せています。 

本市では、こうした発生前の処理が日常的に行われており、市民の特性にも合っていること

から、この取り組みをより進める施策や新たな取り組みを実施していきます。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 集団資源回収の促進（継続） 

集団資源回収における古紙の回収は地域で長年行われてきており、この取り組みはごみ減量

と資源化の推進に寄与することから、本市では平成５年から回収量に応じた補助を行ってい

ます。しかし、平成 20 年度に約 14,000 トンあった回収量が以降は減少傾向となり、平成 26

年から始めた紙ごみ行政回収の量と合わせても約 11,500トンで落ち込んでいることから、広

報の充実や雑がみ回収の促進、指定回収業者との連携、補助単価の見直しなどを通じて集団

資源回収の活性化と回収量の増を図ります。 

なお、古布とアルミ缶も対象品目としていますが、古紙回収のみの実施団体が多く、回収量

が少なくなっています。アルミ缶については集積所からの資源物の持ち去り防止の観点から

も実施団体の拡充を呼びかけていきます。また、小型家電など新たな対象品目の拡充につい

ても検討していきます。 

 

② 拠点回収の拡充（継続） 

現在支所や学校で拠点回収を実施している牛乳パック、乾電池のほか、廃食油や蛍光管、

古着、古布などについて、拠点回収の手法を検討します。これら新たな対象物については、

従前の拠点における場所の確保や収集が困難なことから、現行方法による回収・収集を行う

のではなく、あらかじめ決めた日時と場所を回収拠点とし、資源化業者又は収集運搬業者が

直接収集する仕組みを基本とするものです。 

 

③ 店頭回収の拡充（継続） 

ペットボトルや食品トレイ、牛乳パックなどの店頭回収は、消費者が購入時に持参すること

で効率的な資源回収が可能であり、特に本市では盛んに行われているため、市民に配布する

ガイドブックの記載など広報の充実により店頭回収を推進します。また、使用済みの蛍光灯

や電球などを購入時に引き換え回収する店舗もあるため、協力店舗をホームページやごみ分

別アプリ等において掲載し、より一層の浸透を図ります。 
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④ イベント回収の実施（新規） 

小型家電や古着のように品目や種類が明確な物については、資源化業者が直接買い上げる場

合もあるため、日時と場所を特定したイベント回収の実施を検討します。なお、単独でのイ

ベント実施よりも既存のイベントの１ブース又は１コーナーとしての実施や店頭で実施する

など、人が多く集まる場所を活用する方が多くの回収量を見込めるため、実施に際しては資

源化業者とイベント事業者又は店舗等と協議を行っていきます。 

 

⑤ 宅配回収の連携実施（新規） 

小型家電リサイクル法の認定事業者が、宅配便を活用して使用済みパソコンや小型家電を有

料回収しており、自治体との連携（協定締結及び広報周知）によりパソコンを含むサービス

利用料金が無料となる事業を始めています。収集や施設での処理によらない方法であること

から、本市もこの事業への参画について検討します。 

 

⑥ 適正処理困難物の再生利用委託（継続） 

適正処理困難物をストックヤードで受け入れ、再生処理可能な物については廃棄物処理業者

へ処理を委託し、資源化を推進します。これにより、従前まで市の施設では処理不可能と断

っていたスプリング入りマットやソファを市民が排出できるようになっています。 

 

 

事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 資源回収の促進（継続） 

オフィス等の事業系ごみには紙類が多く含まれていますが、機密性の観点等から資源化に回

っている量は多くありません。近年は機密性を保ちながら資源化できる業者も存在すること

から、紙の資源化に向けた普及・啓発を推進します。また、事業活動に伴い排出されるごみ

については、性状が似たものが比較的まとまった量で発生するので、資源回収を促進するた

めの制度化について検討します。 

 

② 小規模事業所を対象とした資源回収の検討（新規） 

小規模事業所の場合、まとまった量の資源物を定期的に排出して、資源回収業者に委託する

ことが困難であることが多いため、市民団体が行っている集団資源回収に含めた回収や公的

施設などを活用した拠点回収の可能性について検討します。 

 

③ 製造販売責任の徹底推進（継続） 

製造販売責任の徹底に向け、事業者に自主的な製品回収やリサイクルしやすい商品の開発、

強制デポジット製品の販売等について、関係機関を通じて要望していきます。また、分別が

困難な容器包装が販売されるようになっていることから、市民に対して購入に際しての注意

や配慮を呼びかけることを通じて、製造販売者への意識啓発を行います。 
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(2) 制度による規制 

現計画においては、ごみ減量化の有効な方法の一つとして指定ごみ袋の課金による家庭ごみ

有料化について検討してきました。しかし、有料化を検討した当時とは背景も状況も様変わり

したこと、また、有料化によらない施策の実施によりごみの減量が進み、当時掲げていた有料

化の意義が失われていたことから、家庭ごみ有料化の検討を白紙に戻しました。 

家庭系ごみの減量施策には、収集品目の拡大に加えて排出量の制限があります。特に大型ご

みについては、施設搬入時の無料設定の廃止や排出の点数制限を行うとともに事前の電話申込

みを義務づけることで安易なごみ排出を防ぐとともに家庭系を偽った事業系業者の搬入を防ぐ

効果がありました。 

事業系ごみについても排出量を制限するほか、一般廃棄物管理票（マニフェスト）制度を導

入するなど、制度によるごみ減量を進めています。 

現に有効な制度については、これを継続して実施するとともに、リバウンド対策や不法投棄

対策等と合わせて見直しを行っていきます。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 一般家庭ごみの排出量の制限（継続） 

本市ではごみ集積所への排出について、１回の収集につき１人あたり 20 リットル以下と規

定しており、市民に配布しているガイドブックに記載するなどして広報を行っているほか、

収集時における多量排出物の取り残しを行うことで周知徹底を図っています。これは市民の

理解にもつながる取り組みであるので継続していきますが、規定する排出量については状況

に応じて見直しを行っていきます。 

 

② 大型ごみの排出量の制限（継続） 

平成 26年度から、大型ごみの戸別有料収集については、６点以上排出する際の立会いを義

務付けています。また、施設への直接搬入は１日１回５点までとし、一定量の無料部分を廃

止したほか、事前に電話で申し込みすることを義務付け、ごみの多量廃棄を制限しています。

これにより、大型ごみの処理量が減少したため、物を大切に使う、修理して使う、リサイク

ルショップを活用するなどの意識付けがなされていると考えます。また、家庭ごみを偽った

事業者による搬入も防ぐ効果もあることから、この制限は今後も引き続き実施していきます

が、引越しなどに伴う多量廃棄の際の対応についてはあらためて検討するものです。 

 

③ 処理手数料の見直し（継続） 

ごみを処理施設に直接搬入する際の手数料については、平成26年度から改定していますが、

処理経費に対する負担の割合や他の自治体との均衡、市の財政状況など総合的に勘案して今

後も定期的に検証し、適正な手数料設定について検討します。 
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事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 一般廃棄物管理票（マニフェスト）制度（継続） 

平成 26年度からマニフェスト制度を導入し、排出事業者、ごみ種、排出量等が明確に確認

できるようになりました。これにより、排出事業者に対する意識の啓発や収集運搬業者によ

る不適正処理を防止しています。なお、マニフェストのＤ票が返却されていない事案も発生

しており、マニフェストの正しい運用について指導を行っていきます。 

 

② 排出量の制限による発生抑制の推進（継続） 

大型ごみの搬入は、一般廃棄物及び併せ産業廃棄物について１日５点まで、併せ産業廃棄物

のうち小型破砕ごみは５袋までとし、長さ 40cm未満にして透明袋に入れることと制限するこ

とで発生抑制を推進しています。なお、家庭系大型ごみの施設への搬入制限に伴い、家庭ご

みを偽った事業者による搬入が防がれるようになったことや産業廃棄物の徹底排除により、

事業系の大型ごみの搬入量は大幅に減少しています。 

 

③ 処理手数料の見直し（継続） 

ごみを処理施設に直接搬入する際の手数料については、平成26年度から改定していますが、

処理経費に対する負担の割合や他の自治体との均衡、市の財政状況など総合的に勘案して今

後も定期的に検証し、適正な手数料設定について検討します。また、刈り草剪定枝の処理費

用や食品廃棄物の処理費用については、民間再生事業者の処理費用との均衡を鑑みて別途設

定するなどの方法を検討します。 

 

④ 併せ産業廃棄物の制限（継続） 

一般廃棄物と産業廃棄物の分別及び分離が困難な「併せ産業廃棄物」については、市の処理

施設に支障が生じない範囲において、一般廃棄物と併せて処理することが必要と認めた場合

のみ受け入れることとし、事前協議を義務づけています。現在は処理施設の老朽化に伴い支

障が生じると判断するケースが多くありますが、施設の建替後についてはその判断基準を明

確にし、必要に応じて見直していきます。 
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(3) 適正排出の徹底 

燃やせるごみ又は燃やせないごみとして排出されるごみの中から資源物を取り除くことは、

ごみ減量と資源化に直接つながることから、ごみの分別は市民生活において最も重要なごみ処

理です。ごみの正しい分別知識や分別区分を遵守する意識を育むことで、市民の手によるごみ

減量と資源化を推進します。また、事業系ごみについては、一般廃棄物と産業廃棄物の区分を

徹底し、産業廃棄物の混入を防止します。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 分別の徹底と啓発強化（継続） 

ガイドブックや「分け方・出し方」パンフレット、ごみ分別アプリ、ホームページ、広報紙

を通じて家庭系ごみの分別について繰り返し啓発を実施し、分別基準についてさらなる周知

徹底を図ります。特に燃やせないごみに混入しやすいガスボンベやスプレー缶、使い捨てラ

イターについては、収集車の火事の原因となっているため、定期的な啓発を行います。本市

の分別基準に満たない分別の不十分なごみについては、取り残しシールを活用し、適正排出

への意識啓発を行います。また、イベントや出前講座における「ごみ分別クイズ」の実施に

より、幅広い世代に対し分別知識の育成を図ります。 

 

② 地域と連携した排出ルールの徹底（継続） 

集積所の管理者や環境整備推進員など地域のリーダーとなる市民、又は自治会関係者との連

携により、出前講座の実施や啓発チラシの配布などにより、地域における排出ルール徹底の

指導や分別方法の周知を図ります。 

 

③ 不法投棄対策の徹底（継続） 

不法投棄のパトロールや各種調査データの検証を元に、監視体制を整備する一方で、早期発

見による再発防止のため、ごみ分別アプリによる通報機能の活用に努めます。また、ウェブ

カメラの抑止効果が高いことから啓発看板と併せて増設するなど、効率的な対策と強化を図

ります。一方、違反者には警察への通報や法律に基づく処分を求めるなど、市として対策強

化と徹底の姿勢を明確にします。 

 

 

  



 70 

事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 分別基準の周知徹底（継続） 

「事業系廃棄物の適正処理の手引」を配布するほか、ホームページなどを通じて事業系ごみ

の分別について繰り返し啓発を実施し、分別基準についてさらなる周知徹底を図ります。ま

た、収集運搬業者に対する説明会を行い、収集事業者を通じて排出者への意識啓発と分別の

徹底を指導します。 

 

② 不適正排出の排除（拡充） 

「事業系廃棄物の適正処理の手引」を配布するほか、ホームページなどを通じて一般廃棄物

と産業廃棄物との明確な区分等について情報提供を実施します。また、施設におけるマニフ

ェストの確認や目視での検査を行うとともに、搬入物の展開調査を定期的に行うことで、不

適正排出を排除します。なお、不適正な搬入があった場合には、収集運搬業者に対して指導

を行い、収集運搬業者を通して排出事業者に資源物の分別と適正排出、資源化の推進を呼び

掛けるほか、必要に応じて排出事業者への訪問指導を行います。 

 

③ 排出者責任の徹底（継続） 

事業活動による廃棄物については、排出者である事業者が責任を持って処理すべきであるこ

とについて、「事業系廃棄物の適正処理の手引」やホームページなどを通じて法的根拠等を踏

まえた情報提供を行うほか、マニフェスト制度により排出者責任の徹底を図ります。 
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(4) 衛生的で安全な排出の徹底 

ごみ処理に関して、市民と清掃行政の接点となるごみ集積所については、清潔で安全かつ適

正な管理ができるよう、自治会等地域住民との連携・協力による管理体制を強化します。また、

美観や衛生等の環境保全のため、カラスネットの貸与や集積所設置補助など集積所の管理に対

する支援を実施します。 

また、事業系ごみについては、保管基準の徹底や施設への搬入の際の制限を設け、衛生的な

排出の徹底を図ります。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 集積所管理責任の徹底（継続） 

集積所の管理者や集合住宅の管理会社の管理責任を徹底し、集積所の清掃、分別不十分なご

みの持ち帰り等、集積所周辺の衛生対策について引き続き啓発を実施します。 

 

② 集積所管理に対する支援（継続） 

集積所管理に対する支援策として、カラスネットを貸与し、カラスや野良猫などによるごみ

の飛散防止を行います。また、集積所にケージ等を設置又は改修する際、その費用の一部に

対する補助を行い、集積所周辺の美観対策及び衛生対策を講じます。 

 

③ 持ち去り業者対策の強化（新規） 

アルミかんや紙ごみ、不燃物内の資源物を集積所から持ち去る業者が増加しています。本市

では、職員による巡回パトロールを行うほか、地域住民による監視やパトロールと連携して

指導を行い、地域からの持ち去り業者排除を推進します。なお、集団資源回収で集められた

資源物は有価物であり、持ち去り行為は違法となることから、地域の自己防衛措置としての

観点からも集団資源回収の取り組みを推奨します。 

 

 

事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 保管基準の徹底（継続） 

事業系ごみの保管基準を徹底し、廃棄物の漏洩や飛散等を防止します。また、不適正な保管

を行っている事業所に対しては必要に応じて直接訪問指導を行います。 

 

② 施設搬入時の排出基準の徹底（継続） 

事業系一般廃棄物又は併せ産業廃棄物（いずれも大型ごみを除く）を施設に搬入する際は、

長さを 40cm未満にして透明袋に入れることを義務付け、衛生的で安全な排出を周知徹底しま

す。 
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資源循環・低環境負荷型ごみ処理の実践 【収集運搬・処理処分での対策】 

(1) 収集運搬方法の検討 

本市では、家庭ごみの一般収集のほか、大型ごみなどの戸別有料収集、美化活動に伴う収集、

動物の死体収集を行っていますが、その収集運搬方法については、環境負荷低減や経費削減に

向けて繰り返し検討を行います。また、収集運搬方法は処理施設の事業方式の影響を受けるこ

とから、施設整備の計画を進めるにあたっては、施設における経費削減とともに収集運搬にお

ける経費削減を合わせて検証し、双方にとっての最適解を導き出すよう検討します。 

なお、高齢化に伴う要介護者の増加などで、ごみ集積所への排出が困難な世帯が増加してい

ることから、これに対応した新たな収集の仕組みを検討します。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 収集車両の検討（継続） 

収集車両については、環境負荷低減や経費削減の観点のほか、狭隘道路や排出困難家庭に対

応するなど現状の課題をふまえ、他市の事例等を調査・研究し、本市の実状に合った収集車

両の導入について検討します。また、平成 26年度からはびんの破砕を防止するため、収集に

平台トラックを用いていますが、資源化施設の事業方式によっては破砕後に選別する方法も

あることから、施設整備の計画に合わせた効率的な収集車両を検討します。 

 

② 戸別有料収集（継続） 

従来、本市では大型ごみを拠点回収していましたが、持ち去りや持ち込みなどの問題、地域

における環境影響のほか、ごみ減量の観点からも見直し、平成 19年度から戸別有料収集を行

っています。この収集方法は市民生活に定着し、ごみ減量や物を大切に使用する意識の醸成

にもつながっていることから今後も継続していきますが、引越しなど一時多量排出時には、

ごみ処理手数料券の貼付や重量計算等に困難が生じることから、その手法について見直しを

検討します。 

 

③ 美化収集（継続） 

  本市は琵琶湖に面し、多くの河川が市内に流れている上、なぎさ公園をはじめとする親水環

境に恵まれており、市民や事業者等による能動的な美化活動が活発に行われています。本市

では、散在性ごみの廃除と環境意識の醸成につながるこの取り組みを支援するため、美化活

動により収集されたごみについては無料で臨時収集することとしており、今後も引き続き実

施していきます。 

 

④ 動物等の死体収集（継続） 

  犬、猫等の野良、野生動物の死体収集については、衛生面や周辺への影響等から休日夜間を

問わず収集するものとしており、今後も継続実施するものです。なお、死体の位置や内容を

特定し、迅速な対応を行うため、ごみ分別アプリによる通報機能を活用します。 
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(2) 適正収集の促進 

家庭系ごみについては一般ごみの収集にあたり、適正かつ効率的な収集運搬体制を構築する

ものとし、事業系ごみについては、収集運搬業者による適正収集を促進します。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 追跡調査による適正収集の促進（継続） 

一般ごみの収集にあたり、収集車両が効率的なルートを通っているか、安全な運行を行って

いるか、無駄なく作業を行っているかなどを検証するため、定期的に収集車両の追跡調査を

行い、必要に応じて見直しを行うなど適正かつ効率的な収集運搬体制を構築します。 

 

② ＧＰＳ機能搭載によるデータ共有の検討（継続） 

収集車両ごとの収集エリアや収集ルートを把握することで、より効率的なルート設定を行い、

収集時間の短縮を図るため、収集車両にＧＰＳ機能を搭載し、収集車両、市役所、処理施設

とのデータ共有システムの構築を検討します。これにより、収集が遅れている地域への応援

や取り残した集積所への対応などの利便性が向上する効果も期待できます。 

 

 

事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 収集運搬業者への周知（継続） 

一般廃棄物の収集運搬許可業者に対しては、定期的に情報提供又は説明会を行い、制度や適

正な収集の周知徹底、収集に伴う課題解決、再生処理への誘導などを図ります。また、必要

に応じて個別の説明や指導を行い、許可業者による適正収集を促進します。 

 

② 収集運搬許可の制限による適正収集の維持（継続） 

市内における適正な収集体制を維持するため、本市の事業系ごみ収集量及び収集運搬許可業

者の許可件数について精査を行い、収集運搬許可の新規申請については、許可要件を厳格化

し、適正業者数の確保に努めます。 
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(3) 資源化の推進 

本市において環境面や経済面、効率面などからより有効な資源化を実現するために必要な施

設の整備を行います。なお、民間施設に委託する方がより有効なものについては、外部委託の

可能性についても検討を実施します。 

 

家庭系ごみに対する具体的施策 

 

① 選別機器の導入による資源化向上（継続） 

資源化施設の整備にあたっては、効率よく資源化が図れるよう各種選別機器の導入について

検討します。なお、導入にあたっては購入費のみならず維持管理の観点からの費用対効果を

踏まえた上で、必要なものについて強化を図り、資源化率の向上と残渣発生率の削減に努め

ます。 

 

② 小型家電のピックアップ回収（新規） 

家庭から収集した燃やせないごみは、現在資源化施設で破砕し資源化を行っていますが、破

砕残渣が多く出る傾向にあります。小型家電リサイクル法の施行により、使用済みの小型家

電製品をそのまま引き取り資源化する認定事業者が増加していることから、対象物をピック

アップして回収し、認定事業者に引き渡すよう検討します。これにあたっては、一時的な処

理ではなく、長期的に安定的な処理を継続して行えることを基本とするとともに、資源化施

設の整備状況もふまえて効率的な方法を検討します。 

 

③ 刈り草剪定枝の再利用（新規） 

現在、家庭から発生した刈り草剪定枝は、焼却施設の構造的な問題から 40cm以内に切って

指定袋に入れて排出するように定めており、全量が焼却処理されています。しかし、剪定枝

はそのまま薪として利用することや破砕してチップ化するなどの利用方法があることから、

現在計画している施設において破砕機を導入するなど、剪定枝の再利用を推進する仕組みが

構築できるよう検討します。また、刈り草や水草など堆肥化などの再利用ができるものにつ

いては、外部委託の手法についても検討していきます。 

 

 

  



 75 

事業系ごみに対する具体的施策 

 

① 刈り草剪定枝の再利用（拡充） 

現在、事業活動において発生した刈り草剪定枝は、市外の民間事業者において実験的に堆肥

化処理を行っていますが、その処理量は発生量の一部に限られています。現在計画している

施設においては、家庭系の剪定枝と同様の再利用を検討するものですが、全量を処理するこ

とは困難であることから、今後は施設整備後の状況をふまえ、様々な民間事業者と連携し、

より多くの再利用が可能な体制を構築できるよう検討していきます。 

 

② 広域認定制度の活用（継続） 

広域認定制度とは、製品が廃棄物となったものの処理をその製造事業者が広域的に行うこと

により、廃棄物の減量や適正処理が確保されることを目的として、廃棄物処理に関する地方

自治体の許可を不要とする特例制度です。同制度により認定された一般廃棄物の処理につい

ては、認定事業者に引き渡すよう情報提供を行い、効率的な資源循環の仕組みを支援します。 
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(4) 適正な中間処理・最終処分 

現在、本市では中間処理施設の建替えを進めています。このうち、北部クリーンセンターは

焼却施設及び資源化施設を平成 34 年度に稼動する計画、環境美化センターは焼却施設を平成

32年度に稼動する計画、大津クリーンセンターにある資源化施設は環境美化センター敷地内に

移転新築され、平成 32年度に稼動する計画となっています。 

施設整備にあたっては、一時的に多額の経費を必要とするため、その規模や内容にあたって

はごみの発生量はもとより、周辺環境の状況や市民・事業者の排出行動、将来的な人口減少や

高齢化、収集コストへの影響や資源化への取り組み、災害発生ごみへの対応など、様々な要因

を鑑みて、最適な計画となるよう進めていくものです。 

また、市内の最終処分場については、処理容量が限られていることから、できる限り延命化

に努めるとともに、大阪湾フェニックス管理型処分場における処理量の確保に努めていきます。 

 

具体的施策 

 

① 焼却施設の適正配置（継続） 

本市は南北に細長い地形であることから、市内を北部と南部に分けて、それぞれの地域でご

みが処理できるよう焼却施設を２施設配置し、地域ごとの収集体系を構築します。現在の焼却

施設では、余熱利用を行っていますが、焼却エネルギーの一部を利用しているに過ぎないこと

から、新たな施設においては高効率発電設備を導入し、焼却エネルギーをできる限り有効活用

するサーマルリサイクルの仕組みを導入します。これにより、資源循環と環境負荷の低減に寄

与するとともに、低炭素社会の実現に向けた取り組みを推進します。 

 

② 資源化施設の適正配置（継続） 

資源化施設については、焼却施設と同様に北部と南部に施設を配置します。ただし、プラス

チック製容器包装資源化施設については、現在北部クリーンセンターで稼動中の施設が更新

年度に至っていないこと、市内全域の排出量を処理できる容量を保有していることなどから、

南部地域における整備は行わないこととします。なお、プラスチック製容器包装については、

現在、（公財）容器包装リサイクル協会に引き渡していますが、国で行われている容器包装リ

サイクル法の見直し状況をふまえ、市民意見を伺いながら、効率性や市民の減量意識などの

観点から、将来の処理方法について検討していきます。 

 

③ 最終処分場の受入制限強化（継続） 

最終処分場での受入基準を厳格化し、分別基準等を満たさないものについては受入拒否する

ことにより、最終処分場の適正かつ効率的な利用に努めます。 

 

④ 大阪湾フェニックス計画への参画継続（継続） 

大阪湾フェニックス計画については参画を継続し、焼却残渣の最終処分について安定的確保

を図ります。 
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５  その他ごみ処理に関する必要な事項 

(1) 災害廃棄物の処理 

災害時に発生する廃棄物の処理や、災害によるごみ処理施設の被災などにより、一時的に

通常のごみ処理が不可能になった場合に備えて、近隣自治体との連携体制を構築します。 

また、大規模な地震や水害などの災害時に多量に発生することが想定される災害廃棄物に

ついて、円滑かつ適正に処理できる体制を整備するものとします。 

このとき、大規模な災害発生後数ヶ月程度は、ごみの仮置き、一時保管場所の確保が必要

となるため、公共用地等を活用した仮置き場の確保に努め、災害後の復旧・復興を速やかに

行えるようにします。 

 

(2) 水銀を含む廃棄物の処理 

平成 25 年 10 月に熊本市および水俣市で「水銀に関する水俣条約の外交会議およびその準

備会合」が開催され、「水銀に関する水俣条約」が採択されました。この条約は、産出、貿易、

製品の製造、排出、保管・廃棄など、水銀をライフサイクル全体にわたって規制するもので、

50か国が締結してから 90日後に発効される予定です。 

水俣条約の採択を受けて制定された「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」におい

て、市町村は、その区域内において廃棄された水銀添加製品（電池、体温計、血圧計、蛍光

灯など）を適正に回収するように努めなければならないとされていますが、同法の施行は条

約が効力を生じる日となっています。 

本市では、条約締結や同法施行に向けた国の動向を見据えながら、効率性やコスト面など

の観点から、すでに回収を実施している廃乾電池以外の水銀添加製品の回収方法について検

討していきます。 

  



 78 

継続的改善

策定（Plan）

・目標、施策などの設定

・住民・事業者・行政の取り
組みなどの設定

実行（Do）

・施策の実行
・住民・事業者・行政の取り
組みの推進

見直し（Action）

・目標､施策､取り組みなどの
見直し
・計画の見直し

点検・評価
（Check）

・計画の進捗状況、施策の
実施状況などの点検・評価
・課題の抽出

６  計画の進行管理 

 大津市廃棄物減量等推進審議会による進捗管理 

本計画を推進するためには、施策の進捗状況や達成状況等を点検・評価する仕組みが必要

です。 

計画の進捗状況は、「PDCA サイクル」を用いて把握します。この方法は、①策定（Plan）、

②実行（Do）、③点検・評価（Check）、④見直し（Action）という手順を繰り返して行ってい

くことにより、その時点における計画の進捗状況や施策の実施状況の把握、課題の抽出など

を行うものであり、このサイクルによる計画の点検・評価は、年度ごとに実施することを基

本とします。 

なお、本市では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 5条の 7の規定に基づき、大津市

廃棄物の処理及び再利用の促進並びに環境の美化に関する条例第 17条により「大津市廃棄物

減量等推進審議会」を設置しています。 

この審議会では、一般廃棄物の発生抑制や再利用の促進等、本市のごみ処理に関する事項

について審議します。市は、条例に基づく附属機関としての審議会から、本計画の進捗のチ

ェックを受け、必要に応じてごみ処理制度に対する意見や提言を受けるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-3-4 PDCAサイクルに基づく計画の進行管理 
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